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序文 バーミンガムと大阪は14,000キロ以上離れており、大陸を隔てて
いる。言語も文字も通貨も共有していない。しかし、この2つの第二
の都市とその周辺地域は、互いについて学べることが多く、相互理
解を通じて自らについて学べることもたくさんある。

経済的格差は、すべての国とその地域を多かれ少なかれ悩ませて
いる。中央政府と地方政府は共にこうした格差を是正し、地域の発
展を促す政策を立案・実施する上で重要な役割を担っている。

CIPFAとバーミンガム大学City-REDI（City-Region Economic 	
Development Institute：都市地域経済開発研究所）は、米国のク
リーブランドからドイツのライプツィヒ、日本の福岡から英国のサ
ウス・ヨークシャーまで、様々な都市や地域における実際の政策と
実践を調査するために、多くの共同研究を行ってきた。これらの調
査・研究から見えてきたのは、政策と戦略、資金調達と投資、パート
ナーシップと協力、モニタリングと評価に共通する成功要因の明
確な姿である。私たちは、地域格差の是正に違いをもたらす介入
策について、確固たる証拠に基づく結論を築き始めている。

今回の調査・研究では、英国と日本、特にバーミンガムと大阪、そし
てその周辺地域であるウェスト・ミッドランズ大都市圏と大阪府を
再び研究対象とした。また、日本の追手門学院大学から藤原直樹
教授を研究チームに迎えることができて嬉しく思う。英国と日本の
研究者や実務家からの見識は、2つの大きく異なる、そしてまだ発
展途上にある地方自治制度の複雑さとニュアンス、強みと弱みを
明らかにするうえで非常に貴重なものである。今後のさらなるコラ
ボレーションを楽しみにしている。

英国の都市・地域が地域開発に取り組んでいることを詳しく調査し
た結果、相互学習と知識共有が、見逃されたり、時間を割けなかっ

たりしやすいものの、政策や戦略を成功に導く重要な要素である
ことがわかった。

この調査・研究は、相互学習と知識交換の価値を実証するもので
ある。私たちの目的は、イングランドと日本、ひいてはより広く世界
中の政策立案者や実務家に、それぞれの地域の持続可能で包摂
的な成長を実現するために、地方分権のフレームワーク、地域グル
ープ、資金調達の仕組み、モニタリングと評価の実施を最も効果的
に活用する方法について、実践的な知見を提供することである。第
二の都市は、しばしば首都の影に隠れてしまう。バーミンガムと大
阪に焦点を当てることで、こうした第二の都市に光を当て、他都市
の道標となることを願っている。

CIPFA 事務総長	
オーウェン・マプリー

CIPFA日本支部　支部長	
石原 俊彦
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概要 本報告書では、首都以外における地域の成長をどのように実現で
きるかを検討する。イングランドのバーミンガムと日本の大阪とい
う2つの第二の都市から得た教訓をもとに、4つの重要な課題に焦
点を当てている。

1.	 成長に向けた制度的条件

2.	 地域グループの形成

3.	 資金調達の仕組み

4.	 モニタリングと評価

ウェスト・ミッドランズ大都市圏と大阪地域（大阪府）の取り組みを
比較することで、本報告書は、地域や地方の関係者が、より強固で
柔軟なガバナンスのフレームワークを構築する方法、そして中央政
府がそれらをよりよく支援する方法について、新たな知見を提供し
ている。

英国の実務家や政策立案者にとって、本報告書は、政府の進化す
る地方分権アジェンダや地域成長戦略を実施するための実践的
な指針を得ることができる。日本側にとって、地域金融とガバナン
スのイノベーションに関する移管可能なモデルを浮き彫りにする
ものである。日英両国にとって、本報告書は2国間の政策学習と知
識交換を深めるための扉を開くものである。
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主な調査結果

安定した制度が長期的なインパクトを可能にする
日本における長期的なガバナンス体制と、追加権限を要
求するための正式なプロセスは、イングランドの頻繁な制
度変更と場当たり的な権限移譲協定とは対照的であり、
地域の勢いと戦略的一貫性を阻害する可能性がある。

日本は、国家戦略特区において、新たな権限移譲を提案
し、試験的に実施するための正式なプロセスについて、有
意義な取り組みがある。したがって、英国の2024年版地方
分権白書で提案されている、設置された市長戦略当局が
新たな権限移譲機能を推奨したり、地元で試行したりす
ることは、効果があり得る。

機能的で柔軟な地域グループ編成が最も効果
的である
効果的な地域グループの形成は、硬直的な行政上の境界
線よりも、機能的な経済関係、アイデンティティの共有、政
治的リーダーシップに依存している。

ウェスト・ミッドランズ合同行政機構や関西広域連合に見
られるような柔軟な構造は、多様な地域間の協働を支援
し、全国に反響する地域の事例に発展し得る。

資金調達には権限の付与と公平性が必要である
十分な財源を伴わない地方分権は、成果を制限しかねな
い。英国の統合型交付金制度（ウェスト・ミッドランズにお
ける統合交付金など）への移行は、地域主導の投資戦略
への意欲を反映している一方、日本では長い歴史をもつ
地方交付税制度が、再分配のモデルとなっている。

しかし、特に地域間の経済格差に照らして、どちらの制度
も能力、インセンティブ、公平性に関して、重要な問題を提
起している。

モニタリングシステムは、コンプライアンスだ
けでなく、学習のサポートが組み込まれている
必要がある。
評価のフレームワークは、中央政府と地方自治体が責任
を共有しながら、政策サイクルに組み込まれるべきである
が、短期的な資金調達、断片的なデータ、能力不足などは、	
いずれも成長を阻害する可能性がある。

重要な課題は、アウトプットに焦点を当てたフレームワー
クから、長期的な社会的•経済的アウトカムに向けた進捗
を追跡し、その学びを政策開発にフィードバックするフレ
ームワークへと移行することにある。ウェスト•ミッドランズ
におけるアウトカムフレームワークの開発は、より戦略的
な地域学習の可能性を示している。とはいえ、一貫したデ
ータ、能力、そしてあらゆるレベルの政府間での期待の共
有は、依然として不可欠である。

今後の展望：重要なギャップと機会
この調査では、いくつかの重要な知識のギャップが明らか
になった。これには、地方が安定したガバナンス体制を構
築できる転換点をより深く理解する必要性や、変化する時
代の中で地方自治体が財政的・制度的なレジリエンスを
構築する方法などが含まれる。また、地方の変革を可能に
するという観点で、配置転換や地域の中核機関（公的機
関や大学、病院など地域の中核的存在で、経済・社会・雇
用に影響力を持つ組織）が果たす役割についても、さらな
る検討が必要である。さらに、コロナ禍以降に行政区画と
は異なる実態的な経済圏が発展するなかで、有意義な国
際的政策学習、特に日英間における学びを下支えする共
通の指標とモニタリングのフレームワークに対する必要
性が高まっている。

将来的に、二国間の政策対話を強化し、共同モニタリング
の取り組みを深化させ、データに基づく計画立案に向けた
地方の実行能力を拡大する機会が必要となるであろう。

今後の調査•研究では、地方の野心を反映しそれを実現す
るために、柔軟なガバナンスと資金調達モデルをどのよう
に設計できるかを探求することができるだろう。本報告書
から得られた教訓を実践に移すには、学者、政策立案者、
実務家の継続的な協力、そして地域の潜在力を引き出す
ために国の制度を適合させるための共通した取組が不
可欠である。
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背景
資金調達の仕組みと地方分権は、地域の成長を促進し、地域格差
に対処する上で極めて重要な役割を果たす。地域の資金調達は、
法的に義務づけられたサービスの提供にも、革新的な経済開発の
取り組みを進展させるためにも不可欠である。国から地方政府へ
の権限移譲によって、より一層地域のニーズに対応した政策の展
開を支援することができる。

CIPFAとバーミンガム大学のCity-REDI（都市地域経済開発研究所）
によるこれまでの調査では、ドイツのライプツィヒや米国のクリーブ
ランドといった国際的な都市・地域において、適切かつ迅速な資金
調達の可能性と長期的な資金調達へのコミットメントが、地域格差
への対応に成功した重要な理由であることが強調されている1。

イングランドにおける最近の調査・研究では、地方経済成長のため
の地方レベルの資金配分が批判されている。批判の要点は以下の
とおりである。

1.	 大規模かつ長期的な事業計画から、より多くの小規模で短期
的な介入策への資金提供アプローチへの転換2

2.	 過度に複雑で柔軟性に欠ける資金調達システム3

3.	 競争を助長し、協力を阻害し、地域のニーズや意欲を無視する
ことになる競争入札への依存度の増加4

4.	 地方自治体が将来的に利用できる資金の不透明性5

5.	 限られた歳入調達権6

諸外国の地方自治体の資金調達の仕組みから得られる知見は、英
国政府が約束し、予定されながら大幅に遅れている公正な資金調
達の見直しの観点で重要である。この見直しは、地方自治体への
資金配分方法の見直し、資金配分の更新、制度の簡素化、そして、
配分の公平性確保を目的としている。

ここ数十年、日本では、より多くの権限を地方レベルに移譲しようと
いう重要な動きが見られる。首都圏以外の強力な都市圏の推進に
関する議論も、日本では英国よりも進んでいる。日本の地方自治体
は、英国に比べて「より大きな権限とより自由な行動力という恩恵
を受けている77。したがって、大阪の地方指導者たちが、地域の社会
経済的ニーズに対応するために国の制度をどのように再構築し、	
推進しているのかをよりよく理解することは、英国においても国際
的にも重要な関心事である。英国の地方分権政策の進展、特に合
同行政機構の設立は、日本にとっても興味深いものである。

https://www.cipfa.org/cipfa-thinks/insight/addressing-regional-inequalities


8地域における成長の実現 : イングランドと日本における制度的・財政的教訓

目的
本報告書の目的は以下のとおりである：

1.	 イングランドと日本における現行の地方分権構造と財政の仕
組みの長所と短所について、実務家と学識経験者の視点から
国際的な知見を提供する。

2.	 この学びを世界中に移転できるか評価する。

私たちの分析は、イングランドのウェスト・ミッドランズ大都市圏（以
下、ウェスト・ミッドランズ）と日本の大阪府における取り組みにつ
いての事例研究に基づいている。

バーミンガム（ウェスト・ミッドランズの主要都市）と大阪（大阪府の
主要都市）およびその周辺地域をケーススタディとして選んだのに
は、いくつかの理由がある。

第一に、どちらも第二の都市である。第二に、かつての工業都市で
ありながら、近年再生を遂げたという共通点がある。第三に、都市
の知名度を高め、経済成長を促進するために世界的なイベントを
どのように利用してきたか、また利用しているかという点で、興味
深い比較対象となっている。

以下は、私たちが調査した主な質問をまとめたものである。

首都圏以外での成長のための制度的条件：
ウェスト•ミッドランズと大阪府の機関にはどのような権力
や権限があるのか？

ウェスト•ミッドランズと大阪の機関は、自国の第二の都市・
地域としての成長シナリオを展開するために、どのように
地方分権を利用しようとしてきたのか。

首都圏以外の地域が地方分権の拡大を通じた成長シナ
リオを実現可能にする方法について、これら取り組みは
何を物語っているのか。

地域グループの決定
広域自治体における地方自治体の包含や除外はどのよ
うに決定されるべきか。

成功する都市圏を形成するうえで、どのような要因（地理（
行政的、機能的）、社会経済、文化、歴史など）が最も重要
か。 

資金調達の仕組み：
地方自治体や地域政府にはどのような資金調達の仕組
みがあるのか。

これらの仕組みの長所と短所は何か。

仮にあるとしても、異なる空間的な規模にまたがる財政
の再分配という課題に、政府はどのように取り組んでいる
のだろうか。

モニタリングと評価：
進捗状況を評価し、掲げた目標を確実に達成するために、 
どのようなフレームワークがあるか。

資金援助を受けている者に説明責任を果たさせるために、 
どのような仕組みがあるか。

地方自治体の支出はどのように監査されるのか。
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方法
この分析には混合研究法を採用した。

まず、イングランドと日本の資金調達とガバナンス構造について、
詳細な机上調査を行った。これには、学術文献や報告書、および、
政策概要説明書のなどが含まれる。

第二に、調査・研究チームは2024年夏に大阪府とウェスト・ミッドラ
ンズへの相互に訪問調査を実施した。その際、地方自治体、地域政
府、中央政府の関係者、政治家、研究者、研究機関の研究員などと
のインタビュー調査やフォーカスグループ調査を実施した。本報告
書で引用したインタビュー調査結果は、簡潔かつわかりやすくする
ために若干の編集が加えられている。

23

15

02

大阪における中央・広域行政・基礎自治体、企業関
係者、学識者、政治家との聞き取り調査や意見交換

ウェスト・ミッドランズにおける中央・広域行政・
基礎自治体、企業関係者、高等教育関係者との
聞き取り調査や意見交換

大阪およびバーミンガムでのそれぞれが持つ知見の交換
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ウェスト・ミッドランズと大阪府の比較
本報告書では、イングランドのウェスト•ミッドランズと日本の大阪
府における権限移譲されたガバナンスの取り組みを比較している。
各章では、ウェスト•ミッドランズと大阪府の各都市の事例を紹介し
ている。この章では、ウェスト•ミッドランズと大阪府の地理的特徴と
主な社会経済の特徴を概観する8。

イングランドの中央部に位置するウェスト・ミッドランズ合同行政機
構の地域には、7つの大都市が含まれる。これらの自治体には完全
な議決権がある。

•	 バーミンガム（ウェスト・ミッドランズ最大の都市）

•	 コベントリー

•	 ダドリー

•	 サンドウェル

•	 ソリハル

•	 ウォルソール

•	 ウォルバーハンプトン9

イーストスタッフォードシャー

キャノック・チェイス
リッチフィールド

タムワース

ラグビー

ウォリックシャー

ワイアフォレストブロムグローブ

レディッチ

ストラットフォード・オン・エイボン

バーミンガム

ウォルバーハンプトン

サンドウェル

ダドリー

ウォルソール ノース・ウォリック

ヌニートン・ア
ンド・ベッドワ
ース

コベントリーソリハル

図1：ウェスト•ミッドランズ合同行政機構の構成自治体と準構成自
治体の紹介
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大阪府は、本州の中南部に位置する関西7府県のひとつである。大
阪府には43の市町村、33の市、9の町、そして、1つの村がある。大
阪市は最大の都市である。

図3：ウェスト・ミッドランズと大阪府の主要な社会経済指標の比較  

大阪府（人口880万人）と大阪市（人口280万人）は、ウェスト・ミッド
ランズ（人口290万人）やバーミンガム（人口114万人）10よりもかな
り大きいが、バーミンガム（1.7％）と大阪市（2.2％）が全人口に占
める割合はほぼ同じである11。

北海道

東北

関東

関西

中国

九州

四国

中部

日本

図2：日本の各地方と都道府県
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ウェスト・ミッドランズ合同行政機構 大阪府（2023年）

総人口 291万人（2021年） 876万人

失業率 5.9％（2023年10月～2024年9月） 3.2%

就業率 73.9%（2023年10月～2024年9月） 96.8%

主要雇用部門（従業員雇用に占め
る割合）

健康・保健分野14.6%

卸売・小売、自動車修理14.2%

教育：9.8%

管理・サポートサービス9.7%

製造業：9%

(2023年)

製造業15.1%

流通・物流業：23.1%

観光業：9%

金融業：2.4%

図3：ウェスト・ミッドランズと大阪府の主要な社会経済指標の比較

両地域には、経済史において顕著な共通点がある。バーミンガムも
大阪も、自国の産業革命期には極めて重要な役割を果たしたが、
その後の経済衰退を経験した。

バーミンガム
「千の商いの街（city of a thousand trades）」として知られるバーミ
ンガムは、古くから金属加工業、特に鉄製品の中心地であった。18
世紀から19世紀にかけての英国の産業革命期には、工業、技術、	
商業の中心地として頭角を現した。ジェームズ・ワットの有名な蒸
気機関はバーミンガムで発明された。また、原材料や製造品を運ぶ
ための運河網も発達した。19世紀後半、バーミンガムは、スラムの
解消、都市公園や図書館の創設、ガス、水道、街灯などの公共事業
を地方自治の管理下に置くなど、新しい市民統治モデルのパイオニ
アとなった。

バーミンガムは、1970年代後半から1980年代前半にかけて、大き
な経済的困難に直面した。ウェスト・ミッドランズでは、1971年から
1981年の間に製造業の雇用が50％減少し、その結果、産業が急速
に衰退し、失業率が上昇、多くの社会的・経済的問題が発生した12。	
バーミンガムをはじめ、コベントリーなどウェスト・ミッドラン
ズの他の都市も、製造業の衰退により深刻な影響を受けた
が、1980年代後半から経済復興が始まった。バーミンガム市（
BCC:Birmingham City Council）は、革新的な再開発を主導し、世
界クラスの施設を建設し、運河を活性化させることで、バーミンガ
ムを金融・ビジネスサービスの中心地として位置づけるとともに、
ビジター・エコノミー（と呼ばれる訪問客の誘致）の活性化にも貢
献した
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構成
本報告書以下、次のように構成されている。

•	 第1章では、日本とイングランドにおける制度構造と権限移譲
のプロセスを比較し、ウェスト・ミッドランズと大阪府が、権限
移譲を獲得し活用することで、国の第二の地域としての成長
シナリオをどのように作り上げることを目指してきたかを検証
する。

•	 第2章では、ウェスト・ミッドランズと大阪における地域グルー
プを結成する動機となる要因を分析する。

•	 第3章では、日本とイングランドの地方自治体の資金調達メカ
ニズムを概観する。そして、ウェスト・ミッドランズと大阪府で運
用されている制度の長所と短所を明らかにしている。

•	 第4章では、イングランドと日本におけるモニタリングと評価
に関する国レベルのアプローチを比較し、ウェスト・ミッドラン
ズと大阪府におけるこれらのシステムの運用上の長所と課題
を分析する。

•	 結論では、各章を振り返り、得られた知見をまとめている。

各章は、ウェスト・ミッドランズと大阪府の取り組みから得られた実
践的な洞察を抽出し、地方自治体の権限移譲と資金調達メカニズ
ムの設計、並びに地方自治体プログラムの計画、実施、モニタリン
グ、評価に携わる実務家にとって貴重な指針を提供している。

大阪
大阪は1500年以上にわたり、日本における貿易と統治の重要な
中心地であった。5世紀には中国や朝鮮との交流の玄関口となり、	
645年には一時的に都が大阪に移された。16世紀後半には大阪
城が築城され、政治の中心地として台頭した。江戸時代（1603～
1868年）には、大阪は米の貿易と全国的な流通網の中心的役割を
果たし、「天下の台所」として知られるようになった。1868年の明治
維新後、大阪は急速に工業化し、日本有数の近代都市として台頭
した。第二次世界大戦で甚大な被害を受けたが、その後急速に復
興し、現在も西日本の経済・文化の中心地であり続けている13。

戦後、1955年から1970年まで年平均成長率10％という高度経済
成長の中、大阪は多くの人々を惹きつけ、大きな繁栄を享受した。
1970年には万国博覧会が開催された。1980年代以降、大阪市は
産業構造の変化に対応に苦慮し、成長が停滞した時期があった14。
今日、大阪は西日本を代表する経済・文化都市である。



第1章：首都圏以外の成長のため
の制度的条件

14
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地方分権を成功させるには、安定したフレームワークと明確な役
割分担が必要である。制度を通じて、各機関は自らの権限を理解
し、構築し、活用して地域の成長を促進することができる。ただし、
頻繁なフレームワークや役割分担の変更は、地域の成長をそぐこ
とになりかねない。

本章では、ウェスト・ミッドランズと大阪が、権限移譲を確保し活用
することで、自国の「第二の地域」としての成長シナリオをどのよう
に展開しようとしてきたかを分析する。

日本の制度構造
日本の地方自治制度は、中央政府、都道府県、基礎自治体の3
層構造に基づいている。これらを以下の図4：日本における政
府階層の概要に示す。日本は47の都道府県に分かれており、都
道府県は最上位の地方行政単位である。47都道府県には、1都	
（東京都）、1道（北海道）、2府（大阪府、京都府）、43県が含まれる。
各都道府県は、選挙で選ばれた知事と議会によって統治されてい
る。都道府県の規模は、人口1,300万人以上の東京都から人口56
万人の鳥取県までといったようにさまざまである15 。

都道府県に次ぐ行政区分は市であり、市は、人口や経済状況など
によって、指定都市、中核市、特例市に分類され、それぞれに市長
や市議会が置かれている.16。しかし、近年、特例市の区分は、中核
市の区分に統合されている。

最小の行政単位は町と村で、地方や人口の少ない地域を管轄す
る17 指定都市は人口50万人以上の都市で、通常は都道府県が担
当する機能を委任されている。人口280万人以上の大阪市は、20
の指定都市のひとつである。

レベル 構造

国 日本国

地域 47都道府県

地方 1,724の市町村

図4：日本における政府階層の概要

関西地方の大阪府、京都府、兵庫県、滋賀県、奈良県、和歌山県な
どの府県の境界線は130年以上も変わっていない。対照的に、市
町村の数は、主に行政能力の強化を目的とした相次ぐ合併により、	
1889年における明治の大合併後の約15,000から、現在の数字ま
で大幅に減少している。

これまで、3度にわって大規模な市町村合併が行われた。

明治の大合併（1888-89年）：地方政府に、教育、徴税、土木工事、
災害救助、国勢調査登録に関する新しい行政任務が課された。町
村は正式な自治体として設置された。

昭和の大合併（1953-56年）：行政運営を合理化し、中学校の管理、	
消防署の組織化、社会福祉、保健衛生サービスの強化など、市町
村に新たな責任を与えた。

平成の大合併（1999年～2010年）：市町村の数は3,229から1,718
へとほぼ半減したが、行政および財政の権限が大幅に移譲され、
社会および経済の発展に対応する能力が強化された18 。



16地域における成長の実現 : イングランドと日本における制度的・財政的教訓

日本では、中央と地方の関係は、権限を中央政府に集中させ、中
央政府と地方政府が協力して行政を推進するという協調的アプ
ローチによって定義されている19。日本の自治体は、包括的なサー
ビスを提供するという国の理念に沿うため、高いコストをかけなが
ら、幅広いサービスを提供している。これは、どの自治体でも住民
が同じ種類のサービスを受けられるよう設計されているためであ
る20。あるインタビュー対象者は、市町村がサービスを提供し、イン
フラを整備する能力とリソースがある場合はそれを行い、そうでな
い場合は都道府県がその不足を補うべきだと述べている。

「大阪市内には、市が建設した公営住宅がたくさんある。し
かし、大阪市以外の地域では、ほとんどの公営住宅は府が
建設している。」(Int-1OS)

日本の地方自治体は、職員が充実しているように見える。2023年
の調査結果によると、都道府県の公務員数は平均30,530人で、そ
のうち一般行政職が5,033人、教育職が17,243人、警察職が6,151
人、公営企業に1,698人が従事している21。大阪府は22公務員数を
1996年の96,523人から2023年には74,512人へと約23％削減し
た23 。大阪市も公務員数を2005年の47,470人から2021年には
36,472人へと約23％削減した。さらに、同市の市債残高は、同期間
に5兆5,022億円から3兆871億円へと、約44％削減された24。

国レベルでも、日本では2005年から2010年までの行政改革期間
中に、小さな政府へのシフトが進められた。この間に実施された集
中改革プランでは、給与の改定や退職者の補充停止など、総人件
費の削減に努められた。その結果、この5年間で全国の地方公務員
数は約23万人削減された25。 

総務省（2023c）の統計によると、市町村の平均値が記載されてい
ないため、都道府県と政令指定都市の平均値のみが確認できる
が、いずれもかなり大きい数となっている。都道府県平均の公務
員数は30,530人で、その内訳は一般行政職が5,033人、教育職が
17,243人、警察職が6,151人、公企業が1,698人となっている。

日本における地方分権のプロセス
2000年代初頭以来、日本は新自由主義的原則に基づき地方分権
化を推進してきた26図5：日本における政府階層別の責任 に示すよ
うに、 広域自治体や基礎自治体は、様々な公共サービスを担って
おり、その責任の範囲は、イングランドの地域および地方の自治体
よりも広い27。



17地域における成長の実現 : イングランドと日本における制度的・財政的教訓

レベル 公共インフラ 教育 福祉 その他

国 高速道路

国道

一級河川

大学

私立大学への補助金

社会保険

医師免許

医療品のライセンス

防衛

外交問題

通貨

広域自治体 国道（国有道路を除く）

県道

一級河川（国が管理するものを除く）

二級河川

港湾

公営住宅

都市地区と調整地域

高校、特別支援学校

小中学校教員の給与および人事

私立学校への補助金

公立大学（指定都市・都道府県）

生活保護（町村部）

児童福祉

公衆衛生センター

病院

警察

職業訓練

自治体に関する連絡調整業務

博物館

基礎自治体 都市計画（ゾーニング、都市施設）

市町村道

準用河川

港湾

公営住宅

下水道システム

小中学校

幼稚園

図書館

生活保護（市街地）

児童福祉

国民健康保険

介護保険

水道事業

汚水処理

保健所（指定都市・中核市）

戸籍

住民登録

消防

公民館

市民会館

図5：日本における政府階層別の責任28
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1999年に公布された「地方分権の推進を図るための関係法律の
整備等に関する法律」（通称：地方分権一括法）は、地方の責任に
関する中央の不明確な意思決定を減らし、権限の定義を明確にす
るために導入された。包括的な地方自治法は、地方の知事や市長
が中央政府の代理人として機能していた制度を廃止し、地方の自
立性と責任を強化した。また、475以上に及ぶ既存の法律が改正さ
れた。

その後の改革は、地方自治体の自立性の強化、責任所在の明確化、
適切な財源を確保することを目的としている。2002年から2006年に
かけて行われた三位一体改革では、地方分権のための財政基盤を
確立するため、国・地方間の税負担システムの構築、地方交付税の改
革、いくつかの国庫補助金の廃止という3つの主要分野に重点が置
かれた。2006年には第2次地方分権推進改革が開始され、地方自治
体への追加的権限の付与、機能の合理化、市町村合併の継続など、
第1次改革を基盤とした改革が行われた29。日本の自治体は、新しい
地方自治制度と継続的な地方分権によって増大した行政責任を効
果的に管理するために、時間をかけて拡大してきた。この成長はまた
、社会的・経済的進歩に伴うより複雑で高度な問題に対処するため
に必要な行財政能力を開発することを可能にした30。

中央政府は、市町村の権限と、市と都道府県が提供するサービス
を決定する。日本の都道府県と市町村は、人口や規模こそ異なる
が、それぞれ同様の権限を持ち、同様の責任を負っている31権限が
与えられれば、地方自治体は提供するサービスのレベルを決める
ことができる。例えば、あるインタビュー対象者は、大阪府は複雑
なニーズを持つ人々への支援を拒否することもできるが、様々なニ
ーズを経験する住民に「親しみやすさと人間性を示す」という社会
的包摂の選択の一環として、今のところそうしていないと説明した
（Int-1OS）。

日本における地方自治は憲法に定められており、民主主義の不可
欠な要素であるとみなされている。1946年に制定された日本国憲
法は、4つの重要な条文によって地方自治の基盤を確立している。
すなわち、第92条は地方自治の原則を定め、第93条は地方議会と

地方公務員の直接選挙を導入し、第94条は地方団体に法的制限
の範囲内での自治権を認め、第95条は単一の地方自治体に影響
を及ぼす特別法について住民投票を義務づけている32。

地方自治体の機能（業務）は次の2種類に分けられる。

法定受託機能：本来は中央政府の責務であったが、法律や条例に
よって地方政府に委託された。中央政府は、適切な実施を確保す
る責任を負う。

例えば、パスポートの発行、国道の管理、国の指定統計の収集・作
成などである。

地方自治機能：地方政府が担うその他のすべての機能。地方自治
機能の例としては、児童、高齢者、障害者に対する福祉サービスの
提供、乳幼児医療費の助成、文化ホールやスポーツセンターなど
の公共施設の管理などがある33 。

法定受託機能と地方自治機能の主な違いは、後者に比べて前者
では中央政府の強い関与が認められていることである34 。

日本の地方自治体は、独自に立法する権利が保障されており、条
例や規則と呼ばれる独自の法律を制定し、実施することができる。	
この制度により、地域社会の問題に柔軟に対応することができる35 。

日本の制度のもうひとつの重要な特徴は、主要な制度が比較的安
定していることと、地方分権政策の方向性である。日本で初めて都
道府県が設置されたのは1868年であり、以来その数は変わってい
ない。

不安定さが生じる場合、それは国の制度が変わるというよりも、政
党政治の結果であるように見える。例えば、大阪市はここ数十年に
わたり、大きな権限を享受してきたが、近年は大阪府によってその
権限が縮小されている。大阪府が市役所に職員を派遣するように
なっている。この変化の原動力となったのは、大阪府議選と大阪市

議選の両方で勝利した大阪維新の会の台頭である。2000年代以
降、大阪維新の会が主導する構造改革（大阪都構想など、第3章参
照）が頻繁に行われたことは、大阪市に特有な制度的不安定性が
生じていることを示唆している。

2013年以降、日本では16の国家戦略特区が設けられた。これらの
特区は、規制改革を実施することで経済成長を促進することを目
的としている（例えば、外国人居住者が起業する際の起業ビザの
導入、超高層ビルの建設許可など）36 。

イングランドの制度構造
以下のセクションでは、イングランドに関する洞察を提供する。まず、
2014年以降にイングランドで行われた地方分権のプロセスを検討す
る前に、イングランドの制度構造について説明する。

イングランドの制度構造は複雑で、変化し続けている	
（図 6：イングランドの 地 方 自 治 体 の 構 造）。合同行政機構	
（Combined Authori- ties）の数が増加し、二層制の自治体の数は
減少している。
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広域行政機構 11合同行政機構

大ロンドン庁

一層制自治体
36都市圏自治体

62ユニタリー

33ロンドン特別区

二層制自治体 21カウンティ

164ディストリクト

パリッシュ・
タウン
カウンシル

10,000団体のパリッシュ・
タウンカウンシル

図6：イングランドの地方自治体の構造37

注：他にシティ・オブ・ロンドン・コーポレーション（「シティ・オブ・ロ
ンドン」を統治する機関）とシリー諸島（単一自治体）が存在する）

地域によっては、1つの地方議会が地方自治体の機能を担う一層
制の地域もある。「二層制地域」は、カウンティ•カウンシル（County 
Council）とディストリクト•カウンシル（District Council）が地方自
治体の機能を分担するもので、イングランドの農村部や半農村部
に多く見られる38。イングランドの一部の地域では、ディストリクト・
カウンシルやバラ・カウンシル（Borough Councils）の下に、さらに
地方政府として、パリッシュ・カウンシル、または、タウン・カウンシル
（parish or town councils）がある39。2024年に発表されたイング
ランド地方分権白書には、地方政府の構造を簡素化する政府の計
画が示され、そのなかには、二層制の地域や近隣の小規模単一自
治体に対し、地方分権および地方政府再編の共同プログラムに関
する計画の提案を求めることが含まれていた40。英国には、すべて
の制度や手続きを定めた単一の文書や憲法は存在しない。

2014年以降、イングランドの一部地域では、中央政府から追加
的な権限や財政支援を与えられる合同行政機構（Combined 
Authorities）が設立された。2017年には6つの地域で広域市長（
Metro Mayors：大都市圏の地域を代表する首長のこと）が選挙で
選ばれ、2021年までにさらに3つの地域がこれに続いた。合同行政
機構は、それぞれの地域内の交通政策と経済政策の策定において
重要な役割を果たしている41。

地方自治体協議会（LGA: Local Government Association）、地方
自治体最高経営責任者協会（Solace: Society of Local Authority 
Chief Executives）、CIPFAによる2024年版報告書によると、イング
ランドの地方自治体の財政は、過去10年間の大幅な補助金削減、
増大し複雑化するサービス需要、インフレと賃金コストの増加によ
り、かつてない負担に直面している42 。

イングランドの地方分権プロセス
地方への権限移譲は、中央政府と、構成する地方自治体からなる
合同行政機構との間で「権限移譲協定」が結ばれている。英国政
府は、地方分権制度全体に標準化が欠けているという批判に直面
している43。2024年には、イングランドの人口の60％しか権限移譲
協定の対象となる地域に住んでいない44 。

イングランドにおける地方分権は、過去30年間で徐々に進展して
きた。2000年にロンドン議会とロンドン市長が設置されたのが、近
年のイングランドにおける地方分権の最初の事例である。その後、
2009年地域民主主義、経済開発、建築法により、複数の自治体を
管轄する合同行政機構の設立が可能になった。2011年にはグレー
ター・マンチェスター合同行政機構が設立され、2014年にはさら
に4つの地方自治体が設立され、2015年から2019年にかけて首長
が主導する合同行政機構が相次いで設立され、2024年にはいくつ
かの合同行政機構が設立され、2025年にはさらなる合同行政機
構の設立が発表された。

ウェスト・ミッドランズ合同行政機構は2016年に設立され、2017年
には初のウェスト・ミッドランズ広域市長が選出された。ウェスト・
ミッドランズは、2023年に政府と先駆的地方分権協定を締結した
最初の2つのカウンティ（グレーター・マンチェスターとともに）のひ
とつであり、権限移譲協定のパイオニアとなった。2023年の先駆的
地方分権協定では、経済成長と交通政策に関するより大きな管理
と影響力が移譲された。2024年に発表された地方分権白書では、
イングランド全土における地方分権とその拡大のための明確な道
筋を作る計画が示されている。

近年、一部の都市圏に対する中央政府からの権限移譲は進展して
いるものの、イングランドは依然として中央集権的な国家である45。	
イングランドの地方自治体は、（土地資産やビジネスの成長など）経
済発展や成長に対してある程度の責任を負っているものの、法的な
権限や役割は限られている。あるインタビュー対象者が次のように
説明している。

https://www.gov.uk/government/publications/english-devolution-white-paper-power-and-partnership-foundations-for-growth
https://www.gov.uk/government/publications/english-devolution-white-paper-power-and-partnership-foundations-for-growth
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「中核都市やバーミンガムのような本当に大きな自治体で
さえ、経済発展や成長の分野で私たちが持つ法的権限や
明確な役割のようなものは、かなり限られています。私た
ちは、基本的にサービス提供の手段と見なされています」 

（Int-13WM）

都市は、経済開発政策に影響を与えるために、自らが保有する物
的資産など、法的なフレームワークに依らない多様な手段を活用
することが多い。しかし、そのような資産は、地方財政が厳しさを増
す中で、より大きな圧力にさらされている。

英国の制度は、階層構造の重なりや責任の不明確さなど、複雑な
仕組みを有しており、地方分権を成功に導く上で大きな障害となっ
ている。あるインタビュー対象者がこう述べている。

「英国で地方分権を成功させようとするなら...役割を明確
にする必要がある」（Int-6WM）

各機能の責任主体をめぐる混乱を避けるには、こうした役割の明
確化が不可欠である。医療や社会的ケアのように、明確にマッピン
グできる分野もあるが、経済開発については、その国家的な方向性
や、さまざまなレベルで複数の実施パートナーが関与しているた
め、あいまいなままである。インタビューでは、この分野に関与する
法的根拠を現在欠いている議会の役割を含め、経済開発に関する
ルールを明確にする必要性が強調された。

さらに、日本と比べると、イングランドの地方自治体に与えられた
立法権は著しく限定的である。自治体にあるのは、主に条例の制
定と特定の許認可業務に限られる46。

日本とイングランドにおける制度構造と権限移
譲プロセスの主な違いのまとめ

日本 イングランド

大阪市には制度的不安定性が見られるものの、国全体としては制度構造
が概ね安定している。

過去30年にわたる定期的な制度変更。

憲法は地方政府の責任を成文化していないが、地方政府は憲法で保護さ
れている。

すべての制度や手続きを定義する単一の文書資料はない。

自治体には、独自の条例を制定・執行する自治立法権が付与されており、
地域課題への対応に向けた手段の幅が広い。これにより、地方自治体は、
地域の問題に対処するためのより大きな手段を得ることができる。

地方自治体の立法権は著しく限られている。

日本では、高度な権限移譲が制度的に確立されている。 伝統的に中央集権的な行政手法が強い。過去10年ほどの間に場当たり
的な権限移譲が行われた結果、イングランド全土で、地域によってガバナ
ンス構造や権限移譲の分布にばらつきがあり、パッチワークのような分権
構造が形成された。

国家戦略特区を通じて、特定の地域のニーズに合わせた権限移譲を提案
し、試験的に実施するための正式なプロセス。

合同行政機構への権限移譲は、政府が地方自治体のグループと特注の権
限移譲契約を交渉することによって行われてきた。政府は2024年に、イン
グランド全土における地方分権の拡大に向けた明確な制度設計を進める
計画を発表した。

大阪府と大阪市ではここ数十年、公債残高を減らす努力の一環として職
員数が減少しているが、地方自治体は概して財政状況がよい。

地方自治体は2010年以降、財政難に直面しており、現在も行政能力面で
の課題を抱えている。

図7：日本とイングランドの制度構造と地方分権プロセスの類似点
と相違点47
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大阪での取り組みから学んだ、非首都圏における
成長のための制度的教訓
2024年版イングランド地方分権白書では、設立された市長戦略当
局が、単独または共同で、法定の地方分権のフレームワークに追
加する新機能を提案することや、各地域で検証する能力を持つこ
とを提案している。このプロセスは、イノベーションと試行的取り組
みを促進し、各地域の権限領域における継続的なリーダーシップ
と進歩を確保することを目的としている。

日本の制度の重要な特徴は、国家戦略特区であり、この特区を通
じて、都道府県が追加権限を要求できる正式なプロセスが存在す
る。日本の取り組みから、地方が新たな権限を試行錯誤するため
には、正式なプロセスが重要であることが示唆される。

「この特区制度では、いくつかの地区で新しい政策を試行
することができ、それが非常に有用で有効なものになる傾
向がある。」(Int-12OS)

これらの特区で試行され成功した施策は、多くの場合、全国へと展
開され、地域限定の制度実験が全国的な改革の手段として有効で
あることを示している。しかし、あるインタビュー対象者によると、
多くの深刻な問題が解決されたため、国家戦略特区の提案数は減
少しているという。

こうした提案数の減少を受けて、政府は公募に移行した。日本の
都道府県が享受している権限の大きさを反映し、インタビューに応
じたある団体は、規制緩和のアイデア（外国人労働者の言語要件
に関するもの）を提案しているものの、現在、国に求めている権限
はないと述べた。

「この14年間で、深刻な問題はほとんど解決した。多くの
権限はすでに地方自治体へと移譲された（中略）現在、［要
求されている権限］のほとんどは、本当に小さなもので、
市民にごく近いものであり、大きな制度変更ではない。」 
(Int-12OS)

国家戦略特区を通じて都道府県が新たな権限を試行することを
可能にする正式なプロセスは、日本のガバナンス・モデルにおける
より広範な変革を反映している。

この新たなモデルでは、地域の課題を最もよく理解しうる地方自
治体が、規制緩和策を積極的に提案し、イノベーションの担い手と
して主導的に取り組んでいる。一方、中央政府は、そのような規制
緩和策を地方でテストするための法的・制度的支援を提供する。成
功すれば、これらの政策は全国的に展開される。この制度は、地域
からの主体的な提案と中央政府の支援が組み合わさることで、柔
軟かつ応答的なガバナンスを実現しうることを示す、示唆に富む事
例である。特に、構造化された支援体制の中で、戦略的自治体が実
験的な改革を立案・実施できるようにするという点で、英国の発展
途上の地方分権アジェンダに貴重な示唆を与えている。

日本人のインタビュー対象者は、本来は地方自治体の責任とされ
ているが、むしろ中央政府に戻した方が適切であると考えられるい
くつかの官僚的プロセスを指摘した。一般的には、住宅基準など、
地域によってあまり違いがないと思われるものが挙げられた。

「一部の社会福祉施設や基準については、厚生労働省では
なく市が定めることができるようになった。しかし、実際には

（中略）多くの自治体が厚生労働省のガイドラインに従っ
ている。つまり、地方自治体に権限が与えられていても、結
局はほぼ同じ基準になる（後略）。そのため、このような権
限は中央政府に戻すべきだと考えている。」（Int-6OS）

この例は、どの権限を移譲するかを決定する際には、地域の実情
に即した政策展開の可能性を開くよう留意すべきであり、単に官
僚的負担を移転することにならないよう注意が必要であることを
示している。

戦略特区以外にも、日本の自治体は1999年に導入された地方分
権一括法の恩恵を受けている。あるインタビュー対象者によると、
この日以来、中央政府から「徐々に」権限が移譲されてきたという。
市町村や県による働きかけや、実際に移譲された権限の積極的な
活用が、時間の経過とともに地方レベルへの権限移譲を促進した
重要な要因であるとされた。

「市町村と県はロビー活動を行い、中央政府にそのような
権限を移譲するよう求めている。」（Int-1OS）

日本での取り組みは、市や地方自治体が一体となって中央政府
と協力することで、地方分権がもたらす成長の機会をいかに活用
できるかを示している。2025年4月から10月にかけて開催され、
1,400万人の集客が見込まれる大規模な万国博覧会「2025大阪
万博」の開催は、市、府、国の連携によって実現する。2025年4月25
日までに、1,400万人の目標の4分の3に当たる1,040万枚のチケッ
トが販売された。アジア太平洋研究所は、万博関連事業の最終需
要を7,275億円（約37億7,100ポンド）、消費支出は8,913億円（約
46億3,000ポンド）に達すると推定している。この連携は、国による
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1,647億円の拠出によって支えられ、大阪府•市はこれにほぼ匹敵
する1,348億円を負担する見込みである。 大阪府と大阪市に移譲
された多額の財政権限は、大阪府と大阪市がこのような多額の資
金を配分することを可能にする極めて重要なものである。48

2016年に京都府が文化庁の移転誘致に成功したことについて、イ
ンタビューに答えた。他機関を誘致した6つの自治体とは異なり、
文化庁の誘致を実現できた背景には、3つの行動が重要だったと
している。

1.	 移転先候補となる用地を主体的に選定する。

2.	 京都府と京都商工会議所が提供する、新事務所の建設や職員
の宿泊施設の提供など、移転を促進するための支援について
説明する。

3.	 日本文化の中心地として確立された京都ブランドを活用する。

また、中央政府と地方政府との間の対面による「友好的」な関係の
重要性も、移転交渉の重要な要因として強調された。

日本には中央省庁の地方支局が存在しており、その点からもガバ
ナンス上の興味深い特徴を有している。近畿経済産業局は、経済
産業省（旧通商産業省）の地方局として1947年に設立され、地域
の新興企業や産業発展の支援に積極的に取り組んでいる。この役
割は、地方自治体の補助金や権限移譲、地方自治改革の評価とは
異なる。

ここで重要なことは、大阪および関西圏の産業支援政策は、大阪
府や大阪市などの地方自治体、および経済産業省近畿経済産業
局のような中央官庁の両方が、それぞれの政策的視点に基づいて
実施しているということである。この結果、国と地方が同じ地域内
で並行的に政策を実行し、緩やかな役割分担のもとで運営される
独自のシステムが形成されている。

英国では、地方自治体は主に権限踰越（ultra vires）原則の下で運
営されており、中央政府から正式に移譲された機能しか実行でき
ない。これとは対照的に、日本の地方自治体は一般行政権の下で
運営されており、知事や市長は、大阪市独自の起業支援構想のよ
うに、国の明確な承認を必要とせずに、地域のニーズに基づいた
政策を実施することができる。この制度には利点も欠点もある。た
とえばスタートアップ支援のように、国と地方の機能が重複する場
面では、非効率と評価される可能性もある。しかし、権限と責任の
交渉に伴う取引コストを削減することもできる。さらに、両レベル
の政府が新たな政策課題に迅速に対応できるため、健全な競争と
協力が促進され、最終的にはより良い政策の成果につながる可能
性がある。

ウェスト・ミッドランズでの取り組みから学んだ、
非首都圏における成長のための制度的教訓
ウェスト・ミッドランズと日本におけるパートナーの運営体制で顕著
な違いは、イングランドでは制度や政策が変更される頻度が高い
ことにある。図7に示すように、ウェスト・ミッドランズでは、地域制度
に大きな変化が見られる。例えば、ウェスト・ミッドランズでは、中央
政府によって解散させられるまでの12年間、戦略計画局（Strategic 
Planning Authority）が存在した。1990年代後半、労働党政権はア
ドバンテージ・ウェスト・ミッドランズ（Advantage West Midlands）
を設立した。アドバンテージ・ウェスト・ミッドランズは、ビジネス主
導のアプローチを通じて、持続可能な経済開発と社会的・物理的
再生を推進するために設立された8つの地域開発機関（RDA）のひ
とつである。RDAはその後、2010年代初頭に保守党主導の連立政
権によって解体された。

同時に、政府はローカル・エンタープライズ・パートナーシップ（LEP）
を導入した。企業、パブリック・セクター、高等教育機関が一体となり、	
経済成長の促進、雇用の創出、住民の生活の質の向上に焦点を当
てたものである。ウェスト・ミッドランズでは、「グレーター・バーミン
ガム・アンド・ソリハル」「ブラック・カントリー」「コベントリー・アンド・
ウォリックシャー」の3つのLEPが活動していた。LEPは、2023年に保
守党政権によって廃止され、2024年のLEPへの資金拠出終了に伴
い、機能（および場合によっては職員）は合同行政機構や地方自治
体に移管された。

頻繁に起こる組織内の異動は、地域の成長を促進するための試み
を困難にし、その結果、優先順位と人事の両方において継続性を
欠いている。あるインタビュー対象者が次のようにコメントした。

「中央政府からの）一貫したアプローチはなかった。」 
（Int-9WM）
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1974 1984 1994 2004 2014 2024

ウェスト・ミッドランズ・
カウンティ・カウンシルの
設立

アドバンテージ・ウェスト・
ミッドランズ地域開発機関
(RDA)の設立

ローカル・エンタープライズ・
パートナーシップ(LEP)の導入

ミッドランズ・エンジン・
パートナーシップの設立

ウェスト・ミッドランズ
の3つのLEPの廃止

ウェスト・ミッドランズ
・カウンティ・カウンシ
ルの廃止

ウェスト・ミッドランズ地
域議会の設立

アドバンテージ・ウェスト・ミッ
ドランズ地域開発機関の廃止

ウェスト・ミッドランズ地
域議会の廃止

ウェスト・ミッドランズ合同行政
機構（WMCA）の設立

第1回ウェスト・ミッドラ
ンズ広域市長選挙

2回ウェスト・ミッドランズ広域
市長選挙

ミッドランズ・エンジン・
パートナーシップの閉鎖

図8：ウェスト・ミッドランズの地域成長を実現する主要機関の年表
（LIPSIT, 2020より引用）49
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WMCAは中央政府との間で、時間をかけて反復される一連の権限
移譲協定を締結してきた。最初の協定は2015年11月に合意され、	
2番目は2017年11月に調印され、その後2023年3月にトレイルブレ
イザー地方分権協定（Trailblazer Deal）が調印された。2025年4月、
イングランドで初めてWMCAとグレーター・マンチェスターが統合交
付金の交付を受けることになる。統合交付金は、就業者の技能と雇
用、住宅と市街地再生、建物のZEB化（省エネ効果を高めるための
建物改修）、交通、地域経済活性化と地域施策の5つの事業分野に
関する政府からの交付金を1つの財源枠に統合するものである50 。

インタビューに応じた人々は、ウェスト・ミッドランズへの権限拡大
という点で、統合交付金制度の導入を歓迎する声が多く聞かれた。

「統合交付金は素晴らしい前進だ。」(Int-13WM)

しかし、統合されたとしても、WMCAの権限は、大阪を含む国際的
ないくつかの地域と比べると、まだ比較的限定されているとの指
摘もあった。彼らは、かつてイングランドの地方分権の先駆者であ
ったWMCAが、現在、新しい合同行政機構が当初から同じ権限を
受け取るという現実に直面し、権限移譲の先行地域であったにも
かかわらず、競争上の優位性が次第に失われつつある現実を強調
した。別のインタビュー対象者が簡潔にこう言っている。

「私たちはもはや「特別枠」には位置付けられていない。」
(Int-9WM)

インタビューでは、地域目標、およびその達成における合同行政機
構や構成自治体の役割、さらにそのために必要となる権限を包括
的に評価することの重要性が強調された。

「私たちはしばしば、どのような権限を求めるかという議論
に飛びつきがちだが、果たすべき本来の役割についての議
論は置き去りにされがちである。私たちが達成しようとして
いる目標や成果は何なのか？そしてそれは、国、地域、地方
という政府全体のモデルの中でどのように適合するのか？」
(Int-13WM）

ウェスト・ミッドランズでの取り組みから、地方分権は全国的に定義
され、地域ごとに調整されることが重要であり、地域の成長シナリ
オを実現するために、財源の裏付けなく責任だけが転嫁されるよ
うな、場当たり的な協定を結ばないようにすることが重要である。
インタビューでは、自治体と合同行政機構との関係は標準化され
たものであってほしいが、地域のニーズに柔軟に対応できるもので
あってほしいという意見があった。イングランド地方分権白書は、
新しい三層分権のフレームワークを確立することによって、地方分
権のプロセスを標準化しようとしている点で、歓迎されるべきもの
である。

ウェスト・ミッドランズでは、政治的コンセンサスを得るために、自
治体間の非公式な交渉が重要である。交渉が必要とされるのは、
同地域には多数の自治体があり、その規模や政治的構成が異なる
からである（第2章参照）。7つの構成自治体は同等の議決権を持っ
ており、この平等性により、共通の利害に関する妥協と合意を余儀
なくされる。多くの決定は、非公式な交渉の後、全会一致で行われ
るが、投票はめったに行われない。

「意思決定に至るまでの舞台裏での対話は、その決定が地
域のあらゆる部分にもたらすメリットについて、共通の理
解を深めることを目的としている（中略）バーミンガムの重
要性を制度的に明確にすることは、パートナーシップを崩
壊させる最も確実な方法だと思う。」（Int-13WM）

京都市が政府関係機関を誘致したのと同様に、ウェスト・ミッドラ
ンズもまた、同地域における公務員のプレゼンス向上の恩恵を受
けている。地方分権の取り組みと並行して、ウェスト・ミッドランズで
は公務員の役割が大幅に増加した。例えば、住宅・コミュニティ・地
方自治省（MHCLG）は2021年にウォルバーハンプトンに第2本部を
開設し、バーミンガムのハブには現在、MHCLG、HMRC、ビジネス・	
貿易省、労働年金省などがある。

2023年までに、同地域の公務員数は34,445人に増加し、
2年間で13％増加した。この拡大は、2030年までに22,000
人の公務員をロンドン以外に移転させることを目指す、
英国政府の業務分散化構想に沿ったものである。ウェス
ト・ミッドランズへの公務員の移転は、雇用創出、地域経
済の活性化、政府における地域代表の拡大など、経済的・	
社会的利益をもたらす。51

ウェスト・ミッドランズはまた、地域の中核機関が非首都圏の成長
をどのように支援できるかについての洞察も提供している。2019
年、バーミンガム・地域の中核機関ネットワークは、地域経済戦略
センター（CLES）の支援を受けて設立され、コミュニティ・ウェルス・
ビルディングのフレームワークを活用して、メンバーの雇用、支出、
物理的資産がバーミンガム経済性に与えるインパクトを最大化す
ることを目的としている。このネットワークは、アストン大学、バーミ
ンガム市、ボーンビル・ビレッジ・トラスト、住宅とコミュニティに特
化したパイオニア・グループ、バーミンガム大学、バーミンガム大学
病院で構成されている。
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地域の中核機関ネットワークのメンバーは、地域の雇用支援スキ
ームで協力し、成功を収めてきた。これには、地域の様々なパート
ナー組織と協力して、住民、特に恵まれない地域の住民が、バーミ
ンガム大学病院の採用と定着の課題に対処するための研修を受
けられるようにすることも含まれる。応募プロセスを簡素化し、加
盟組織全体で機会を促進することが重要であった。初年度の評価
では、失業中の住民に対して、目標の100件に対して220件以上の
就職斡旋が記録された52。

主な知見
•	 地域当局が追加権限を要求できる正式なプロセスは重要で

ある。日本の国家戦略特区は、地方自治体が地域固有のニー
ズに合わせた新政策を提案し、試行するための体系的なプロ
セスを提供している。これらの特区は「政策実験室」として機
能し、中央の監視と制度的正当性を維持しつつ、規制とガバナ
ンスにおける地域固有の実験を可能にする。

•	 権限移譲は、地域当局の負担となる官僚的なプロセスの移譲
ではなく、特定の場所に根ざした課題に対処するための権限
と責任の移譲であれば、より成功する可能性が高い。

•	 地方分権を推進するには、高度な権限移譲と、地域に存在す
る逞しい潜在的な可能性と素質が重要である。

•	 地方分権によってもたらされる機会を最大限に活用するため
には、地域パートナー間や中央政府との強力な調整が重要
になることが多い。これには、地域グループ内の政治的コンセ
ンサスを得るための、地方自治体間の非公式な交渉も含まれ
る。

•	 地域の中核機関は、雇用、支出、物理的資産をどのように優先
し、活用するかによって、地域経済を支えることができる。

•	 行政の部局や機関を誘致することで、新たな雇用機会を提供
し、地域のイノベーションに貢献することができるが、その実
現には時間がかかる。



第2章：地域グループの決定

26
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地域は、地方自治体と合同行政機構が協力し、共通の課題への対
応を調整し、国政に影響を与え、地域のアイデンティティを育むこ
とができる場所である。

本章では、ウェスト・ミッドランズと大阪府で展開されている地域ガ
バナンス・モデルに注目し、機能的経済地理、経済的相互作用、地
域アイデンティティとの関係を整理する。

ウェスト・ミッドランズ
行政的・政治的特徴
ウェスト・ミッドランズ合同行政機構（West Midlands Combined 
Authority: WMCA）は、7つの大都市自治体（メトロポリンタン・カウ
ンシル）によって2016年に設立された。

•	 バーミンガム

•	 コベントリー

•	 ダドリー

•	 サンドウェル

•	 ソリハル

•	 ウォルソール

•	 ウォルバーハンプトン

WMCAは、自発的な協力関係を基盤として設立された。WMCAは、	
重要な権限委譲を受け、都市圏全体で集団的な意思決定を行え
る強力なパートナーシップを構築することを目指した。

ウェスト・ミッドランズには、WMCAの代表者（Chair）を務める、選
挙で選ばれた首長が存在する。公選首長は、その地域を代表する
重要な代表者である。イングランドにおける地方分権のプロセス
が進むにつれて、首長は、その地位と柔軟な権限を使って、地域の

パートナーを招集し、共通の問題に取り組むことがますます必要と
なるだろう。

イングランドの他の多くの首長制の合同行政機構と比較して、
WMCAの特徴は、地方自治体に対する政党による統制が分裂して
いることである。2024年5月の地方自治体の選挙の結果、構成自
治体のうち4つ（バーミンガム、サンドウェル、ウォルバーハンプトン、	
コベントリー）を労働党が、2つ（ソリハル、ウォルソール）を保守党
が統制し、1つ（ダドリー）はどちらからも統制されていない。首長選
挙は拮抗しており、現ウェスト・ミッドランズ広域市長（リチャード・
パーカー、労働党）は2024年5月の直近選挙で38％の得票率を獲
得したが、ウェスト・ミッドランズ広域市長を2期務めた前職（アンデ
ィ・ストリート、保守党）の得票率をわずか0.3％上回ったに過ぎな
かった。
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WMCAが設立された際には、より広域な地域グループとして、議決
権を持たない自治体も加えられていた。これには、地理的に隣接
する（主に）10の準構成自治体が含まれていた。

•	 キャノック・チェイス・ディストリクト・カウンシル

•	 ノース・ウォリックシャー・バラ・カウンシル

•	 ヌニートン・アンド・ベッドワース•バラ•カウンシル

•	 レディッチ・バラ・カウンシル

•	 ラグビー・バラ・カウンシル

•	 ストラットフォード・オン・エイボン・ディストリクト・カウンシル

•	 シュロップシャー・カウンシル

•	 タムワース・バラ・カウンシル

•	 テルフォード・アンド・レキン・カウンシル

•	 ウォリックシャー・カウンティ・カウンシル

また、3つのローカル・エンタープライズ・パートナーシップ（LEPs）	
（グレーター・バーミンガム・アンド・ソリハル、ブラック・カントリー、
コベントリー・アンド・ウォリックシャー）も含まれていた。これらは
その後廃止された。準構成団体は議決権が減少している。

英国会計検査院（NAO）は、ウェスト・ミッドランズにおける地域グ
ループの複雑さを強く指摘している（下図9：ウェスト・ミッドランズ
の地理・行政的地理）。53 
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WMCA地域の人口は290万人で、そのうち40％近くがバーミンガム（
イングランド最大の地方自治体）に住んでいる。ブラック・カントリー
地域の4自治体（ダドリー、サンドウェル、ウォルソール、ウォルバーハ
ンプトン）を合わせると、7つの大都市自治体で構成されるWMCAの
総人口に対して占める割合は、ほぼ同じ割合になる。このような自
治体間の規模の不均衡に加え、バーミンガムがウェスト・ミッドラン
ズの主要な地方都市としての役割を担っているため、協働にも影響
があり、ブラック・カントリー地域の自治体がバーミンガムに対抗す
るためにグループ化することもある。非構成自治体を加えると人口
は470万人になる。

機能的経済地理
経済発展や経済計画の観点からは、機能的経済圏を行政的経済
圏と並べて考えることが適切である。準者はまったく異なるもので
ある可能性もある。

機能的経済圏は、空間を越えた住民（および企業）間の社会的・経
済的関係の構造から生じる領域単位である54。そのため、機能的経
済圏はその地域の自然な経済地理を反映している。

下の地図、ウェスト・ミッドランズの主要な集落と交通インフラの主
な特徴を示している。黒い実線は行政地理を反映し、WMCA地域が
区別されている。この地図は、2024年に実施されたウェスト・ミッドラ
ンズの経済地理に関する大規模調査から引用したものである。55

図10：WMCAとウェスト・ミッドランズITL1の境界線、主要居住地、
主要交通インフラ

国立統計局（ONS）によると、ITL（地域統計単位）は、統計分析を行
うために（イングランド等の）構成国や地域を分類する階層的な構
造である。
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この研究では、COMBOとして知られる「ボトムアップ」アプローチ
を使って、出発地－目的地間のデータセットを分析した。これは、場
所間のフロー（通勤や移動など）に基づいて、最も強い関係を特定
するアルゴリズムを使用している。機能的経済地理を定義するた
めの最も重要な指標である通勤の流れを利用して、WMCA地域で
は3つの主要COMBO地域が特定された（下の地図に示すとおり）。

•	 バーミンガムとソリハルの大部分をカバーする広大な地域（南
はレディッチ／ブロムスグローヴ方面にも広がる）

•	 ブラック・カントリーの4つの自治体を合わせたもの

•	 コベントリーとウォリックシャーの大部分

移動データ、消費者支出データ、モバイルネットワークデータなど
、機能的経済地理を洞察するために様々な指標が分析された56 。	
これらの様々な指標から浮かび上がったパターンを総合すると、3
つの主要な地域が浮かび上がってくる。 

1.	 バーミンガム－ソリハルとサンドウェルの一部を含む

2.	 ブラック・カントリー－特定の指標で細分化される

3.	 コベントリー－ウォリックシャーとソリハルの一部

総合的に分析すると、以下のことが明らかになった。

•	 機能的経済地理は、行政地理よりも「乱雑」である

•	 機能的経済地理は、WMCA地域の境界を越えて重なり、広がっ
ている

•	 行政地理には「ハードな縁」があるが、機能的経済地理にはな
い

ビジネスモデルの変化や、居住地と職場の関係が再定義されるに
つれて、機能的経済地理は、より微妙に変化し、複雑化する可能性
がある。

英国の地方分権白書は、合同行政機構モデル（WMCAはその先駆
者の一つである）を基礎として、いわゆる「戦略的自治体」（「人々が
認識し、働いている地域をカバーする、共に取り組む複数の自治体」	
と定義される）の普遍的な適用範囲を確立するという目標を掲げ
た。57これは、WMCAの境界を囲む地域が、現在の行政区域よりも
大きな独自の地域グループを形成する必要があることを意味する。	
上記の分析から明らかなように、いくつかの地域はWMCA地域と
機能的に強い経済的結びつきがある。したがって、地域の利害関係
者は、さまざまな政策機能58のために、必要に応じて異なる地理的
スケールで連絡を取り合い、協力し合う必要があり、また新しい地
域グループと連携し、またそれを越えて活動する必要がある。

地域と合同行政機構のアイデンティティ
行政地理、機能的経済地理は、必ずしも地方や地域のアイデンティ
ティと一致するわけではない。こうしたアイデンティティは、歴史、文
化、産業的遺産、年齢、職業、所得／財産によって形成される。また
、これらは人口のサブグループごとに機能的経済地理を区分する
要因でもある。交通手段（移動の相対的な容易さとその経験）が、	
より広い地理とアイデンティティの認識を形成するのに役立つ重要
な要因のひとつであることは、インタビュー対象者の間でおおむね一
致していた。

ウェスト・ミッドランズは、英国の他の地域と比べると、この地域の
住民自身にとっても、また地域外の人々にとっても、強い地域アイ
デンティティを示す地域としてあまり認識されていない。インタビュ
ーでは、多くの人々が複数のアイデンティティを持っていることが強
く示された。 

「出身地を尋ねると、スメスウィック、ティプトン、ブライリー
・ヒルと答える。」(Int-11UK)

また、ウェスト・ミッドランズにおける地域アイデンティティは、一部
の人々はWMCA地域の設立以前に存在していた過去の行政区域
と関連付けているため、さらに複雑化している。

外部の人々においては、ウェスト・ミッドランズがどこにあ
るのかは必ずしも明確ではない。他の合同行政機構の中
には、その名称を主要地方都市から取っているところも
あるが（例：グレーター・マンチェスター合同行政機構）、
WMCAは「グレーター・バーミンガム」とは呼ばれていない。	
同様に、ウェスト・ミッドランズの地域的な知名度もそれ
ほど高くない。地域パートナーは、2022年バーミンガム・	
コモンウェルス・ゲームズという機会を積極的に活用し、バーミン
ガムとウェスト・ミッドランズの魅力を世界にアピールした。これは、	
海外からの直接投資の誘致に成功した。現在、「It Starts Here」地
域キャンペーン59において、この地域が世界にもたらしたものを強
調し、ウェスト・ミッドランズ・グロース・カンパニー（West Midlands 
Growth Company）が主導して、この地域のイノベーション・エコシス
テムの認知度を高め、都市と地域の評判を向上させることを通じ、	
地域のストーリーづくりに取り組んでいる。

インタビューに答えた人々は、ウェスト・ミッドランズの首長が地域
のアイデンティティを育むのに役立っていると考えている。しかし、
地域のアイデンティティや認識（地域内外を問わず）が変化するに
は時間がかかることを、彼らは認めている。
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大阪府
日本の地方自治制度と関西地域
第2章で述べたように、日本の地方自治制度は、中央政府、47の都
道府県、1,724の基礎自治体（2024年現在）の3層構造に基づいて
いる。大阪府、京都府、兵庫県、滋賀県、奈良県、和歌山県を含む関
西の都道府県の境界線は130年以上変わっていない。これとは対
照的に、市町村の数は、主に行政能力の強化を目的とした相次ぐ
合併により、約16,000から現在の数字まで大幅に減少した。

兵庫県

京都府

大阪府

滋賀県

三重県

奈良県

和歌山県

図11：関西の府県と主な市町村
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日本の地方自治法は、「普通地方公共団体」として知られる都道府
県と市町村に広範な（一般的な）権限を与えている。総合的な権限
の原則に基づき、地方自治体には、国の法律によって委任された
責任を遂行する権限だけでなく、その住民のために必要とみなさ
れるさまざまな機能を遂行する権限も与えられている60。

大阪と関西における地域グループの取り組み：関西広域連
合の場合
背景と目的
2010年12月に設立された関西広域連合（UKG）は、日本初の広域
自治体の連合である。地域横断的な課題に取り組み、地方分権を
推進するために設立された。関西広域連合は、都道府県と指定都
市の自主的かつ柔軟なグループとして機能し、国との交渉力が強
化されている。

関西広域連合の主な目標は、関西を日本の経済成長の新たな牽
引役と位置づけ、企業や人材の東京への過度な集中を是正するこ
と、災害対策や効率的な行政を提供すること、国の機能分担を進
め、国土強靭化の強化に資するバックアップ機能を確立することで
ある。さらに、デジタル化と地域活性化を推進し、関西の歴史的・文
化的・芸術的資産を高め、関西人の誇りと自信を醸成することを
目指している。

このグループの形成は、関西全域の経済統合と政治的リーダーシ
ップ、特に地域自治の強化を提唱する「関西州構想」をめぐる長年
の議論に強く後押しされたものである。

組織構造と主要政策領域
関西広域連合は、大阪府、京都府の2府と、兵庫県、滋賀県、和歌山
県、鳥取県、徳島県の5県、大阪市、京都市、神戸市、堺市で構成さ
れている。2023年には、知事交代に伴い奈良県も加盟した。

関西の人口は2,181万人（日本の17％）61、面積は35,005km²（日
本の9％）である。GDPは8,920億円（日本の16％）となっている。

図12：関西広域連合の構造, に示すように、関西広域連合は、主要
な政策を決定する委員会、39人の選挙で選ばれたメンバーからな
る議会、そして、加盟都道府県（例：産業政策：大阪府、文化関係：
京都府など）に責任を分担する分権的な分野別の事務局システム
を通じて運営されている。
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広域連合議会

事務局

会計管理者

分野事務局

総務常任委員会全員協議会

理事会

選挙管理委員会

監査委員会

公平委員会

議会事務局

監査委員
事務局

広域防災局
広域医療局広域産業振興局

プラスチック対策検討会広域インフラ検討会エネルギー検討会

広域観光・文化・
スポーツ振興局

スポーツ部

ジオパーク推進担当 

農林水産部

本部事務局

総務*

*企画、広域連携推進、計画、地方分権、資格試験、免許等

区担当

イノベーション担当

2025大阪・関西万博担当

広域環境保全局 広域職員研修局

産業環境常任委員会

防災医療常任委員会

副広域連合長
構成団体の長（担当委員）

政府機関等対策委員会

広域連合長（委員長）
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広域連合協議会

図12：関西広域連合の構造62
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人員配置はスリムであり、本部の専任職員はわずか36人（2024年
4月現在）、その多くは加盟自治体からの出向者である。

関西広域連合は、防災・緊急対応、産業振興、観光・文化・スポーツ、
環境保全、ヘルスケア連携、専門資格・免許、人材育成の7つの主要
政策分野をカバーしている。これらの主要分野に加え、関西広域連
合は、2025年大阪・関西万博の計画、主要インフラ・プロジェクトの
推進、エネルギー政策の調整、プラスチック削減戦略の推進、イノベ
ーション起点の成長支援など、いくつかの戦略的イニシアティブに
も関与している。また、関西広域連合が参加している都道府県に対
し、中央政府からの追加的な権限委譲に関する提案の提出を求め
ることがあることも説明された。関西広域連合は、地震への対応な
ど「シェアードサービス」のための場を提供していると説明され、共
有された対応「有効性」のある政策提供を展開する上で重要である
と説明された。

政治的リーダーシップと柔軟性の役割
関西広域連合は自発的で柔軟な地域グループであり、固定的な地
域境界線ではなく、経済的なメリットや知事のリーダーシップによ
って加盟が決定される。例えば、鳥取県と徳島県は、関西と連携す
ることを戦略的メリットと認識して加盟を選んだ。奈良県は当初、
官僚的な複雑さを懸念して加盟をためらったが、2023年の首長交
代後に加盟した。

鳥取県が関西広域連合に参加する動機は、人口が日本で最も少
ない県であることから理解できる。歴史的に、鳥取県は関西地方と
強い経済的結びつきがあり、特に大阪に本社を置く大手企業の工
場立地が盛んであった。このような背景から、鳥取県は、共同プロ
ジェクトやより広範な地域イニシアティブから恩恵を受けることを
期待し、関西の府県間協力体制に参加することに関心を持ったの
であろう。

関西広域連合の視点から見ると、鳥取県の加盟を決めた背景には
いくつかの要因があったようだ。第一に、鳥取県は地理的に広島県
に近いにもかかわらず、鳥取県民のかなりの数がビジネスや教育
のために大阪府を訪れており、関西地方との機能的なつながりが
強化されている。第二に、関西広域連合の中心メンバーは、鳥取県
が関西の地域アイデンティティと矛盾しているとは認識していなか
った。最後に、鳥取県を加えることで会員基盤が拡大し、国との交
渉において関西広域連合の団体交渉力が強化されることは、戦略
的に有利であると考えられたことである。

関西広域連合は、日本における地域協力が、政治的リーダーシップ、	
経済的利益の共有、歴史的なつながりの組み合わせによっていかに
形成されているかを示している。関西広域連合の柔軟な設計は、国
との交渉力強化と地方自治の維持のバランスを保っている。

交通網を通じた地域アイデンティティの共有
鉄道や高速道路など関西の高度に発達した交通網は、地域アイデ
ンティティの共有に重要な役割を果たしている。高速鉄道（新幹線）
や都市鉄道、高速道路は、県境を越えたシームレスな通勤と交流を
可能にしている。

日本の三大都市圏では、鉄道が旅客輸送の90%を占めており、都
市モビリティにおける鉄道ネットワークの中心的役割が浮き彫りと
なっている（国交省、2024年）。関西の都市鉄道網は2019年3月時
点で1,515kmに及び、地域全体に広範な接続性を提供している。
インフラの強さを反映し、大阪はエコノミスト・インテリジェンス・ユ
ニット63 による「グローバル・ライバビリティ・インデックス2024」で
世界第9位にランクされ、アジアで最も高い96.4のインフラ・スコア
を達成した。64このような高水準の接続性は、関西の地理的障壁を
大幅に軽減し、経済的・社会的にまとまりのある地域としての機能
的統合を強化している。
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都市 場所 ランク 指数 安定性 医療 文化と環境 教育 インフラ

ウィーン オーストリア 1 98.4 100.0 100.0 93.5 100.0 100.0

コペンハーゲン デンマーク 2 98.0 100.0 95.8 95.4 100.0 100.0

チューリッヒ スイス 3 97.1 95.0 100.0 96.3 100.0 96.4

メルボルン オーストラリア 4 97.0 95.0 100.0 95.8 100.0 96.4

カルガリー カナダ 5 96.8 100.0 100.0 90.0 100.0 96.4

ジュネーブ スイス 5 96.8 95.0 100.0 94.9 100.0 96.4

シドニー オーストラリア 7 96.6 95.0 100.0 94.4 100.0 96.4

バンクーバー カナダ 7 96.6 95.0 100.0 97.2 100.0 92.9

大阪 日本 9 96.0 100.0 100.0 86.8 100.0 96.4

オークランド ニュージーランド 9 96.0 95.0 95.8 97.9 100.0 92.9

図13：2024年世界の住みやすい都市ランキングにおける大阪の位
置づけ65

大阪都構想：府市統合の試み
地域再編の関連事例として、大阪維新の会（日本の中道右派）が
2010年から推進している「大阪都構想」がある。この計画は、機能
不全に陥った二重の行政機構（「二重行政」）を解消し、東京に対す
る大阪の競争力を強化するため、大阪市と大阪府の合併を提案し
たものである。

2015年と2020年の2回、大阪府の行政再編案に関する住民投票が
行われた。2020年の住民投票では、賛成49.4％、反対50.6％という
僅差で否決された。否決にはいくつかの重要な要因があった。第一
に、同じ政治指導者のもとで政策が一貫していたため、このような
大幅な構造改革の必要性が認識されにくかった。第二に、住民の間
には、特に住所が変更される可能性によって、近隣住民のアイデン
ティティが失われることへの懸念があった。第三に、大阪市のリソー
スが郊外に流用され、大阪中心部が不利になるのではないかとい
う懸念が浮上した。

今後、この問題に関して再び住民投票が実施される可能性もある。
概して、現状維持を求める強さと、リソースの地理的配分に対する懸
念が明らかになっている。
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主な知見
•	 行政的・機能的経済地理は、必ずしも地域のアイデンティティ

と一致するわけではない。

•	 地域機構は機能的で柔軟でなければならない。地域グループ
が有意義なものであるためには、住民や企業に具体的な利益
をもたらさなければならない。

•	 新たな厳格な組織を作ることが必ずしも必要なわけではない。
有効性のある政治的調整によって、地域を越えた協力体制を実
現することもできる。

•	 地域機構の設立は地域のアイデンティティを育むのに役立つ
可能性がある（ただ、意識が変化するには時間がかかる場合
がある）。



第3章：資金調達メカニズム

37
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適切で予測可能かつ柔軟な財源は、地方自治体が地域格差に対
処し、長期的な成長戦略への投資を可能にするとともに、必要不
可欠なサービスを提供する力を与える。

本章では、日本とイングランドの異なる資金調達モデルが、地域の
自主性と公平性をどのように調和させているかを考察する。

大阪府／関西地域の資金調達メカニズム
日本の地方財政制度
中央政府と地方自治体の関係を支配する日本の財政メカニズム
は、地方分権改革の波に大きく影響を受けて、過去数十年の間に
大きな変化を遂げてきた。日本は高度に中央集権的な財政システ
ムを歴史的に維持しており、地方自治体はその支出を賄う収入を、
特に地方交付税を含む政府間移転に大きく依存してきた。第二次
世界大戦後に導入された地方交付税制度は、地方自治体の歳出
ニーズと歳入能力に基づいて国税収入を再配分することで、地域
間の財政均等をある程度確保するように設計された。

1990年代以降、一連の改革、特に2000年の地方分権一括法は、中
央政府と地方自治体の役割と責任を再定義することにより、地方
自治を強化することを目的としていた。地方交付税制度は地方財
政の基盤として維持されつつも、特定補助金の導入や地方財源の
多様化促進など、地方の裁量権を拡大する方向に徐々にシフトし
てきた。

こうした改革を経て、地方分権と国の監督を調和させる枠組みの
なかで、日本の地方自治体は大幅な財政的自治権を持って運営さ
れている。主な財源は以下の通りである。

•	 地方税

•	 地方交付税

•	 国庫支出金

•	 地方債

地方税は、日本の地方政府にとって重要な歳入源である。全国で
は、地方税は地方自治体の歳入全体の33.1％を占めている。行政
区分別に見ると、地方税は都道府県歳入の28.08%、市町村歳入
の45.7%を占めている。

日本の地方税法は、都道府県が14種類、市町村が15種類、合計	
29種類の税金を課すことを認めている。これらの税金は、固定資産
税、個人住民税、法人住民税、地方消費税など多岐にわたっており、
地方自治体に多様な歳入基盤を提供している。図14：日本の国税と
地方税の概要。
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所得課税 資産課税等 消費課税

国税

所得税
法人税
地方法人税
特別法人事業税
森林環境税（2024年から）
復興特別所得税

相続税／贈与税
登録免許税
印紙税

消費税
酒税
たばこ税
特別たばこ税
揮発油税
地方道路税
石油ガス税
航空機燃料税
石油税
電源開発促進税
自動車重量税
国際観光旅客税
関税
とん税
特別とん税

地方税

住民税
事業税

不動産取得税
固定資産税
都市計画税
事業所税
水利地益税
共同施設税
住宅開発税
特別土地保有税
法定外普通税
法定外目的税
国民健康保険税

地方消費税
道府県・市町村たばこ税
ゴルフ場利用税
自動車取得税
軽油取引税
自動車税
鉱区税
狩猟税
鉱産税
入湯税
軽自動車税

図14：日本の国税と地方税の概要66

地方交付税制度は、日本の自治体間の財政能力を均等化するうえ
で中心的な役割を果たしている。地方交付税は、財政格差を是正
することを目的として、標準化された計算式に基づいて地方自治
体に資金を再配分することにより、公共サービスの提供を全国的
に最低限保証するものである。重要な点は、地方交付税が無条件
であることである。つまり、国によって使途を特定された補助金とは
異なり、地方自治体はその使途について完全な裁量権を有する。	
また、（非常に時代遅れの配分方式を採用している英国と比較して）
計算式は定期的に更新される。

2010年代には、特別戦略特区やその他の地域に特化したイニシア
ティブの設立により、財政メカニズムがさらに進化した。これらの制
度は、税制優遇措置、特別交付金、規制緩和などの優遇財政措置
が含まれることが多く、特定の地域で投資を誘致し、イノベーショ
ンを促進することを可能にしている。

関西では、特定の地域を国家戦略特区に指定することで、経済活
動を活性化するための財政措置を、地域ごとでより積極的に試す
ことができるようになった。これは、バイオ医療・再生医療産業に対
する税制優遇措置も含まれる。関西地域の国家戦略特区内に所
在する対象の医療関連・バイオテクノロジー企業は、法人税率の
軽減に加え、金融支援や利子補給などの恩恵を受けることができ
る。67

近年では、デジタル・トランスフォーメーション、グリーン成長、パン
デミック後の復興など、国の優先政策を支援する財政措置が適応
されている。これらの国家目標を推進する地方の取り組みを支援
するため、1,000億円に相当する、ターゲット型の補助金制度と共
同資金調達メカニズムが創設された。2025年、石破新政権はこの
地方創生交付金を倍増する方針を示した。

こうした変化はあるものの、制度全体としては、地方の裁量と中央
の監督との間の複雑なバランスによって特徴付けられている。その
ため、日本の財政分権モデルの持続可能性と有効性についての議
論が続いている。
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大阪府と大阪市の財政プロフィール
大阪府
人口880万人の大阪府は、2023年度の一般会計歳入総額を3.26
兆円と報告している。主な歳入構成は図13の通りである。府税財
源の内訳は、法人住民税34.3％、地方消費税29.6％、個人住民税
22.1％となっている。歳出総額は3.23兆円に達し、補助金・交付
金68 （35.4％）、人件費（20.6％）、地方債関連支出（19％）に充てら
れた。 ��%

��%

��%

��%

�%
�% �%

府税

国庫支出金

雑収入

地方譲与税

地方交付税

府債
その他

図15：大阪府一般会計歳入（令和5年度）69

あるインタビュー対象者は、日本では都道府県への権限委譲が進
んでいるにもかかわらず、政策権限とともに財政権限も委譲され
た範囲は限定的であると指摘した。

「地方分権の目的は規制緩和であり、中央政府から財源を
得ようとすることではない。」(Int-12OS)

大阪市
人口280万人の政令指定都市である大阪市の2023年の一般会計
収入は1.98兆円である（大阪市の主な歳入構成は図14を参照）。
2022年の市税の内訳は、個人住民税が2,221億円、法人住民税が
1,103億円、固定資産税・都市計画税が3,757億円となっている。
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図16：大阪市一般会計歳入（令和5年度）70

注：地方交付税には、交付税だけでなく、臨時財政対策債を含む。

支出総額は1.96兆円で、社会扶助（福祉プログラム）（32.9％）、政
策プログラム費（16.9％）、人件費（14.3％）、地方債関連支出（12.3
％）、設備投資（公立大学、博物館）（11.8％）に配分された。

あるインタビュー対象者によれば、2000年の地方分権一括法以来、
大阪市のような市町村は、都道府県と同様に権限移譲の恩恵を受
けているが、財政権限の移譲は少ない。

「権限移譲は達成されたが、中央政府から地方政府への財
政移譲はあまり達成されていない。つまり、中央政府が依然
として財政的な権力を握っているのです。」(Int-1OS)

大阪市は、英国の自治体よりも明らかに大きな地方財政力を有し
ているが、それでも歳入の70％近く（地方交付税と国庫支出金）を
国に依存している。

大阪府・市の財政自治と持続可能性
一般財源比率とは、地方税や地方譲与税、地方交付税など、地方
自治体が自らの裁量で使える歳入の割合を指す。2023年度の一
般財源比率は、大阪府が61％、大阪市が49.2％となっている71。
これらの数値は、府と市の財政自治が比較的高い水準にあり、国
の財政支出に左右されずに独自の政策を実施できることを示し
ている。

財政力の比較では、大阪市はその強固な独立財源基盤が際立って
いる。市税収入の比率は全国平均が31％なのに対して、大阪市は
40.5％と大きく上回っており、他の自治体に比べて財政の自立度
が高いことを示している。

大阪市の財政が健全であることは、総務省が公表している健全化
判断比率でも確認できる。大阪市の一般会計と連結決算はともに
黒字である。さらに、大阪市の実質公債費比率は2.7％で、警戒基
準の25％を大きく下回っている。将来負担比率も5.3％と低く、国の
基準値である400％をはるかに下回っている72 。これらの指標は、

大阪市の健全な財政状態と自主的な財政運営能力を明確に示し
ている。

日本の財政分権が大阪と関西地域にもたらすもの
日本の地方財政制度の主な強みは、地方自治体が社会経済の変
化や地域のニーズに迅速に対応できるよう、柔軟性と自主性を地
方自治体に提供していることにある。インタビュー対象者は、人口
増加に伴う新しい住宅や学校の整備を通じて、地方交付税が地域
ニーズに対応できる重要な役割を果たしていると強調した。あるイ
ンタビュー対象者は、地方交付税が地域固有のニーズに柔軟に対
応できることを指摘し、次のように主張した。

地方交付税には何の制約もない。この（資金の）使い方は
自由だ。」(Int-7OS)

日本の財政分権モデルは、地方自治体に強力な独立した歳入基盤
を提供し、国の資金に大きく依存することなく、大型プロジェクトに
着手して長期的な投資を行う能力を有する。大阪府と大阪市は、	
そこから生み出される多額の歳入を、2025年大阪万博や統合型リ
ゾート（IR）開発などの大型プロジェクトへの投資に充てている。
国は2025年万博に1兆6470億円を拠出し、大阪府と大阪市は1兆
3480億円以上を負担する見込みである73 。

日本の地方財政制度の主な特徴は、市町村間の税率格差が極め
て小さく、かつ地方交付税交付金制度が整備されているため、地
域間の財政の均等化が可能であることである。これにより、個人間
や地域間の不平等を最小限に抑えられ、日本全国の市町村や都
道府県が、その歳入能力にかかわらず、標準的な水準の公共サー
ビスを提供することが可能となっている。

しかし、この制度にはいくつかの弱点とリスクもある。最大の懸念
は、財政能力における地域間格差の拡大である。例えば関西地域
では、大阪府のような裕福な地域は地方税により多くの財源を蓄
えることができるが、和歌山県や奈良県のような地方は地方交付
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税への依存度が高い74 。地方自治体の財政力を示す指標としてよ
く使われる地方財政力指数によれば、大阪府はB1グループ、奈良
県はCグループ、和歌山県はDグループに分類される75 。

またこの制度は、潜在的な成長に制約を生み出し、地域経済の成
功を意図せず阻害する可能性があると指摘されている。地方自治
体が自主財源を増やすと、地方交付税の割り当ては減少する。この
仕組みは、財政の公平性を促進するためではあるが、とくに財政状
況の改善に努めている地域では、経済発展の努力を不用意に阻
害する可能性がある。日本の事例研究によると、地方自治体が地
方交付税を受け取り始めると、翌年度に商工活動（地域経済発展
の促進を目的とした活動など）への支出を減らす傾向があること
が明らかにされている。このように現行の地方交付税制度は、地方
自治体が経済活性化政策を推進するインセンティブを歪める可能
性がある76。地方自治体の行動のゆがみを是正するための制度改
革が効果的でないことが証明され、さらなる改革努力が妨げられ
る可能性があると主張する研究もある77。

2024年度には、83自治体（全自治体の4.7％）が、財政力の強化に
より地方交付税の不交付団体となった（総務省、2024年）。特筆す
べきは、大阪市が2028年までに地方交付税の不交付団体となる
目標を掲げており78、これは同市の財政独立性が高まり、財政基盤
が強固になっていることを反映している。こうした地方交付税の枠
組みに関する矛盾は、公平性を確保して、経済成長と財政規律の
維持に向けて、継続的に見直し改革する必要性を強調している。

現在日本では、法人所得に対する地方税、特に都道府県が課税す
る法人事業税が、地域間の財政格差を助長していると批判されて
いる。これは企業活動が東京などの大都市圏に集中していること
で、地方税収が大都市圏に偏って蓄積される傾向があり、地域間
の格差を拡大させていることによる。

こうした懸念に対応するため、日本政府は2018年に地方税制改革
を実施し、都道府県内総生産の分布に比して税収が大都市に集中
する、という構造的問題に対処することを目指した。この改革はま
た、地域間の社会経済構造や財政能力のより広範な変化を反映す
ることも意図していた。この改革の一環として、地方事業税の約30
％が国税に組み替えられ、人口規模に応じて地方自治体に再配分
されることになった。この改革は、都市部と農村部のより相互協力
的で持続可能な関係を構築するという政策目標を反映したもので
ある。

ウェスト・ミッドランズ
ウェスト・ミッドランズにおける地方分権財政の変遷 

（2015～2025年）
ウェスト・ミッドランズの地方分権を支える財政状況は、過去10年
間で著しく変化した。2015年の「地方分権協定」を起点に、2023年
の「トレイルブレイザー地方分権協定」を通じて大幅に拡大され、
2024年の「イングランド地方分権白書」と2025年のウェスト・ミッド
ランズにおける統合交付金制度の適用によって再編成されたこれ
らの合意は、財政管理を英国中央政府から地方・地域機構へと徐
々にシフトさせてきた。

2015年の地方分権により、ウェスト・ミッドランズ合同行政機構（
WMCA）が設立され、30年間で年間3,650万ポンドの投資基金が創
設された。この基金は、定期的な経済効果に応じて交付された79。
この基金はインフラ、交通、経済成長プロジェクトに資金を提供す
るもので、長期的な地域投資への戦略的転換を意味する。さらに、
この協定により、成人教育予算の管理権限が移譲され、交通整備
資金が統合され、住宅補助金と市街地再生補助金の地方監督権
が拡大された。このような進展にもかかわらず、財政的な意思決定
は断片的なままであり、自治体は特定の助成金を個別に申請する
必要があるため、全体的な財政の柔軟性が制限されている。

2023年、トレイルブレイザー地方分権協定は複数のプロジェクト
別補助金に代わる一括配分方式の統合型交付金制度を導入する
ことで、地域財政の自主性をさらに強化し80、地方の首長は支出決
定権を強化し、事業税（Business rate）の増収分を保持するように
なり、地方の歳入と経済実績が直結するようになった。また、ウェス
ト・ミッドランズ広域市長は、自動車重量税（Transport Levy）、イン
フラ整備の財源確保、投資基金に関する権限も拡大し、地域主導
の経済統治へと大きく前進した。

「確かに、統合交付金は大きな前進であり、地方財政の全分
野において、現在おそらく唯一の健全と良識の光明である。
」(Int-13WM)

こうした前進を踏まえ、2024年のイングランド地方分権白書では、
イングランド全土でより広範な財政改革が導入された。特に注目
すべきは、財源確保の予見可能性を向上させ、長期的な計画を立
てやすくするために、毎年の予算配分に代わって、複数年度にまた
がる交付金へとシフトすることが確認されたことである81。2021年
の地方成長基金（Local Growth Fund）の廃止に伴い、英国共有
繁栄基金（UK Shared Prosperity Fund）と地域格差是正基金（
Levelling Up Fund）が既に設立されていたが、白書は、プロセス
を簡素化し、行政の複雑さを軽減するため、資金調達メカニズムの
継続的な統合を支持した。さらに、事業税引き上げの柔軟性の強
化や、インフラ投資のための借入枠の拡大など、地方当局に財政
権限の拡大を認めた。

2025/26年度地方財政対策では、財政の枠組みがさらに改善され、
基礎支出権限が6.8％増加し、地方自治体収入の55％を地方税が
占めることになった82。バーミンガム（BCC）は、歳出が収入を上回る
と警告する「114条通知」（Section 114 notice ）によって強い財政圧
力を受け、5％の追加的なカウンシル税（住民税）の柔軟性の許可を
受け、その基準を9.99％に引き上げた83。この地方自治の強化は、サ
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ービス提供の安定化を目的とするものであるが、同時に住民に大き
な財政負担を強いるものでもある。一方、WMCAは、事業税率100%
保持の試行の恩恵を受け続け、財政の安定を強化した。

こうした動きは、地域の実質的な権限強化（表1参照）の機会をもた
らすが、内在的な財政リスクを伴う。自治権の拡大は、財政的な成
功が効果的な歳入管理と経済成長にかかっていることを意味し、地
域経済の強弱間の格差を浮き彫りにする。こうした課題を克服し、	
効率的な資源配分を確保するためには、強固なガバナンスが不可
欠である。

表1：分権段階と権限別の財政権限

メカニズム 2015年以前 2015年以降の
契約

2023年以降の
契約

2024年以降の
白書

適用対象

事業税率維持 50% 50% 成長の100% 成長の100% BCC（標準）、
WMCA（成長パ

イロット）

借入金（資本金） ❌ ✅ ✅ ✅ 両者

教育予算の管理 ❌ ✅ ✅ ✅ BCC

市長の財政権限 ❌ ❌ ✅ ✅ WMCA

複数年和解 ❌ ❌ ❌ ✅ 両者

統合交付金 ❌ ❌ ✅ ✅ WMCA

出典：英国政府の正式な地方分権協定および財政決済（2015～
2025年）より作成。

* BCCは、全国的なスキームの下で、事業税総額の50％を保持する。
WMCAは、分権化された試験的取り決めの一環として、基準水準を
超える成長の100％を保持する。
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資金調達メカニズム：バーミンガム、WMCA、英国政府間の
収入と支出
BCC、WMCAと英国中央政府との間の資金関係は、特に2024年イ
ングランド地方分権白書の影響を受け、大きく発展してきた。この改
革は、いくつかの重要な仕組みを通じて、財政の流れを合理化し、	
地方の意思決定に権限を与えようとしている。

•	 中央政府からの補助金：歴史的に支配的であったこれらの補
助金は減少し、地方の歳入創出に重点が移っている

•	 事業税の保持：地方自治体が成長を維持できるようにし、経
済拡大のインセンティブを与える

•	 カウンシル税と首長加算税：主要な地方財源であり、財政難
の自治体にはさらに柔軟性がある

•	 複数年度交付金：長期計画を可能にし、年間予算への依存を
減らすために導入された

•	 特別支援交付金：BCCのような財政難の自治体を対象とした
6億ポンドの回復交付金を含む84

地方自治体の歳入は、主にカウンシル税と事業税の保持分で構成
され、それぞれ自治体収入の約50％と27％を占める85 。2017年以
降、WMCAは、2023年から10年間の協定により、毎年約4,500万ポ
ンドに相当する事業税率上昇分を100％留保している86。

「予算には大きな金額が計上されていますが、その多くはす
でに割り当てられています。法定業務を考えると、残された
裁量は非常に小さい。過去10年から20年の間に、政府は一
般的な交付金から、特定目的の制限のある交付金へと移行
してきました。」(Int-15WM)

地方分権協定では、交通、警察、消防など地域に不可欠なサービ
スの財源を確保するため、地方税の一形態である首長加算税を導
入する選択肢が各地域に与えられた。2018年のグレーター・マンチ
ェスターを皮切りに、いくつかの合同行政機構が安定財源確保の
ためにこの方法を採用した。しかし、ウェスト・ミッドランズ広域市
長は、すでに物価上昇に直面している住民に財政的な圧力を加え
ることを懸念し、首長加算税の導入を見送った。

その代わりに、この地域は構成自治体が毎年支払う交通課徴金な
どの代替財源に依存することを選択した。2025/26年度において、	
WMCAは前年度比3％増の1億2,290万ポンドの交通課徴金を提案
している87 。この賦課金は、ウェスト・ミッドランズ交通局の運営と
インフラ・プロジェクトを支える重要な役割を担っている。さらに、	
スミスフィールド・バーミンガム開発のような大規模プロジェクト
は、WMCAの投資資金、民間セクターの拠出金、政府補助金など
多様な資金源を組み合わせたアプローチを採用しており、地域資
金調達の多様化を反映している。

予想される公正な資金調達の見直しの更新は、BCCとWMCA双方
の財政見通しに大きな影響を与えると予想される。地域のニーズ
とリソースの新たな評価に基づいて中央政府の資金を再配分す
るように設計されており、改訂された資金算定式は、中核的な交
付金の大幅な再配分につながる可能性がある。人口動態や経済
状況が大きく変化しているにもかかわらず、現行の財源算定式は
2013/14年度以降、包括的な更新が行われていない88。

当初2016年に開始された公正な資金配分見直しは、繰り返し延
期されてきたが、2026/27年度から実施される見込みであり、事業
税の基準値の見直しが併せて行われる可能性がある89。深刻な貧

困と複雑なサービス需要が、長年その予算を圧迫してきた。BCCに
とって、この見直しは資金減少のリスクと、社会経済的ニーズとの
整合性を高める機会の両方をもたらす。WMCAにとって、その影響
はより間接的ではあるが、同様に重要である。合同行政機構は、主
に事業税率維持と地方交付税交付金に依存しているが、構成自治
体の基本的な財源が変更されれば、共有課徴金やマッチングファ
ンディング、地域インフラへの共同出資に貢献する能力に影響を与
える可能性がある。

もし改訂された算定式が、固定化されているニーズよりも経済的潜
在力を優先させるものであれば、格差を悪化させ、地域平準化の努
力を台無しにしかねない。したがって、BCCとWMCAの両者は、見直
しの結果に応じて財政計画の枠組みを適応させる必要がある。

地域ガバナンスと財務管理におけるバーミンガムの役割
WMCA最大の自治体として、バーミンガムは地域のガバナンスと
財政に大きな影響を与えている。バーミンガムは、WMCAへの加盟
料（年間25万ポンド）、自動車重量税、地域インフラへの戦略的投
資を通じて、WMCAを財政的に支援している。例えば、バーミンガ
ムは、ウェスト・ミッドランズ・メトロやスプリント・バス高速輸送シス
テムなどの主要プロジェクトに特に資金を提供し、2017/18年度
だけで1億2,150万ポンドを拠出している90 。

市は、インフラストラクチャー、住宅、技能開発のための分権資金の
恩恵を受けてきた。80億ポンドの資本投資プログラムは、当初の地
方分権化協定の一部であり、71,000人の雇用と110万平方メート
ルの商業スペースを創出することを目的としたバーミンガム・シテ
ィ・センター・エンタープライズ・ゾーンなどの主要プロジェクトに
資金を提供している91。また、6,000万ポンドのウェンズベリーから
ブライリー・ヒルまでの路面電車延伸を含む主要交通機関のプロ
ジェクトも、地域の接続性と経済成長に貢献してきた92 。
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BCCの財政的安定性はますます窮迫しており、同一賃金請求判決
に起因する7億6,000万ポンドの負債や、ITシステム障害によって、
2023年9月に114条通知が発動された93 。こうした圧力は、この都
市特有の人口統計学的要因によってさらに強まっている。ある地元
関係者はこう強調する。 

「バーミンガムは英国で最も若い都市です。支援を必要とす
る若者の割合が高く、また、保護者のいない難民申請の子
どもたちを多く抱えており、教育を通して支援する必要があ
ります。これらの責任は、私たちの年間予算を大幅に圧迫し
ています。」(Int-14WM)

こうした深刻な財政需要を軽減するため、英国政府は2024年に特
例財政支援（EFS）を承認し、バーミンガムは最大12億5,000万ポン
ドの借り入れができるようになった94。しかし、この多額の借入枠に
は、強制的な予算削減、資産売却、外部からの財政監視を含む厳
しい条件が付されており、財政責任の増大を慎重に管理すること
が市にさらなるプレッシャーとなっている。

2024年地方分権白書に基づく新たな財政権限は、BCCにより大き
な財政自治の可能性を提供する。しかし、このような機会を十分に
活用するには大きな制約がある。別のインタビュー対象者によると、
次のように述べている。

「分権化された権限を使うのに制約があるのは、必ずしも
法的な権限が不足しているからではなく、それを実行する
リソースが不足しているからだ。パートナーシップの形成や
投資の活用に積極的に取り組むよりも、法律で定められた
最低限のことをせざるを得ないのです。」（Int-13WM）

この限界は、権限委譲された財政の複雑さを浮き彫りにしている。
分権化された財政では、増加する責任と既存の財政的・運営上の
制約とのバランスを適切に取る必要がある。

経済の安定と成長の可能性がある一方で、継続的な財政負債、強
制的な資産売却、地方自治体税への依存が地方自治体のリソース
を圧迫する可能性がある。2026/27年度に予定されている将来的
な改革により、バーミンガムの財政構造はさらに変化する可能性
がある。特に、事業税率維持制度のリセットや、地域のニーズ評価
に基づく新たな財政方式が導入される可能性がある。
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表2：地方自治体と地方分権の枠組みにおける資本借入権限

特徴 BCC WMCA

借入は可能か？ ✅ 可能、資本借入のみ ✅ 可能、資本プロジェクトのみ

借入の目的 資本支出（インフラ、住宅など） 戦略的資本プロジェクト（交通、地域開
発など）

経常支出に対する借入は許可
されるか？

❌ 通常可能ではない（EFS下のみ） ❌ 通常可能ではない

財務省の承認が必要か？ ✅ 経常支出に対する借入（EFS）または多
額の借入の場合

✅ 財務省との交渉による総借入額の上限
を超える場合

地方分権の下で拡張された？ ❌ 直接的なものではない ✅ はい。トレイルブレイザー協定およびホ
ワイトペーパー協定の下で拡張された。

首長の権限と連動しているか？ 連動していない ✅ 首長に権限委譲された機能については
連動している

ガバナンスの枠組み 2003年地方自治法、プルデンシャル・コ
ード

地方分権合意、財務省承認の借入上限
額

出典：2003年地方自治法、CIPFAプルデンシャル・コード、地方分権
合意（Trailblazer 2023、White Paper 2024）を用いて作成。

借入能力のこうした制度上の違いは、財政移譲の現実的な意味を
示している。WMCAがより広範な戦略的資金調達手段を享受して
いるのに対し、BCCの借入は制約があり、厳しく規制されている。上
記の表2は、これらの対照的な違いを詳細に説明したものである。

表3は、これらの、その他の権限委譲型財政モデルの特徴が持つ広
範な示唆をまとめたもので、この発展的な資金調達の枠組みの長
所と潜在的なリスクの両方を浮き彫りにしている。
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表3：権限委譲された資金調達メカニズムの長所と短所

強み 弱点

自治権の拡大：地方自治体の財政管理が強化され、地域独自の
政策立案が可能になる。

市税への依存：地方税への依存を高めることは、財政難の地域の住民に
過度の負担を強いる危険性がある。

経済成長の促進：事業税率維持は、ビジネス促進政策のインセン
ティブとなる。

不均等な経済発展：事業活動の低い地域は、リテンション・モデルの下で
は苦戦を強いられ、格差が拡大する。

財政の安定：複数年度交付金は、予算の不確実性を減らし、長期
的な投資を可能にする。

短期的なリスク・エクスポージャー：財政責任を強化することで、地方歳入
の見込みが達成されない場合、予算が不足するリスクが高まる。

再分配的支援：的を絞った交付金により、財政的弱体な協議会の
安定を図る。

条件付きの支援メカニズム：緊急支援金（BCCに対する特例財政支援（
EFS）など）には厳しい要件が付され、現地の意思決定が制限される。

英国の地方分権財政モデルは、地方の歳入創出、企業主導の経済
成長、財政の自律性を重視し、自立した地方財政構造へと進化し
ている。しかし、財政難にあえぐ自治体の財政リスク、地方税への
依存、地域間の経済格差は、依然として重要な課題である。ウェス
ト・ミッドランズの事例は、マルチレベルの財政調整におけるベスト
プラクティスを浮き彫りにし、国際的なガバナンス・モデルに適用
可能な洞察を提供している。
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主な洞察
日本からイングランドへの教訓
•	 再分配モデルは、人口増加を含む人口ニーズの変化に効果的

に対応するためのリソースを地方が確保できるようにする上
で重要である。

•	 財政分権は、地方政府に強力で独立した歳入基盤を提供する
ことができる。これによって、大規模な都市開発や社会サービ
スの提供を支える高い自立性と財政能力を発展させることが
できる。

•	 再分配モデルは、地域経済の努力を意図せず阻害する可能性
があり、財政の均等化と成長インセンティブのバランスをとる
ことが課題である。

•	 開発の阻害要因を回避し、規模や貧富の差にかかわらず、すべ
ての地方自治体が住民に必要なサービスを提供できるように
するためには、配分システムの調整とともに、収入源と集中度
を継続的に監視することが必要である。

イギリスから日本への教訓
•	 ウェスト・ミッドランズの事業税率保持モデルは、日本が経済

特区や地域税制優遇措置に重点を置いていることと一致して
いる95 

•	 英国の複数年財政計画への移行は、日本の年次予算サイクル
とは対照的である。都道府県や市町村に対してより長期的な
資金決済を実施することで、財政の予測可能性を高め、特に
縮小傾向にある地方におけるインフラ事業を支援することが
できる可能性がある。

•	 WMCAの自動車重量税制度は、構成自治体が資金を拠出す
るもので、日本の地域交通の資金調達モデルとなるものであ
る。大阪や福岡のような都市は、国の補助金に過度に依存す
ることなく、地下鉄や鉄道のインフラを改善するために同様の
資金調達メカニズムを採用することができる可能性がある。

•	 日本は、特に高齢化が進む地方の地方自治体の債務危機に
苦しんできた。経営難に陥った地方自治体に条件付融資を提
供する英国の特例財政支援モデルは、日本の地方自治体財
政安定化政策に適応させることができ、地方自治体の回復を
促しながら監視することができる。

•	 英国では、英国共有繁栄基金（UK Shared Prosperity Fund）
や地域格差是正基金（UK Levelling Up Fund）のような統合
基金（Consolidated Fund）にシフトしており、従来分散してい
た補助金制度が簡素化されている。同様のアプローチを採用
することで、日本の複雑な補助金制度を合理化し、行政の効
率性を高め、自治体に地域経済対策の柔軟性を高めることが
出来る。



第4章：モニタリングと評価
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しっかりとしたモニタリングと評価を行うことで、説明責任を果たし、	
継続的な学習を促進し、単なるアウトプットではなくアウトカム	
（成果）を追跡することで政策の有効性を向上させる。

本章では、ウェスト・ミッドランズと大阪府におけるモニタリングと
評価の実践を検証し、それらがいかにしてエビデンスに基づく意思
決定、学習、適応的な政策立案を支えているかを探る。また、それ
ぞれの地域における地方監査の役割についても考察する。

ウェスト・ミッドランズ
モニタリングと評価に対する英国の全国的アプローチ
英国におけるモニタリングとは、正式な報告書の作成や証拠収集
を通じて、計画された目標に対する進捗状況を追跡することであ
る。モニタリングは、支出やアウトプットが成功裏に提供され、マイ
ルストーンが達成されていることを確認すると同時に、評価のため
の貴重な証拠を提供することを目的としている96。

政府における評価に関するガイダンスは、『マゼンタブック	
（Magenta Book）』があり、評価のスコーピング（調査範囲の設定）、	
設計、実施、活用および情報宇発信の方法を概説している。また、政
府の評価担当者に求められる能力についてもまとめられている。	
評価とは、「介入の設計、実施、成果の体系的な評価」と定義されて
いる97。

英国では、国が地方自治体や合同行政機構の補助金受給者に対し
て、政策介入の実施と進捗状況を追跡し、政府に報告するためのモ
ニタリングと評価活動を実施するよう求めることが多い。これは、地
方自治体や合同行政機構が中央政府からの財源に依存しているこ
とを反映している。また、評価への取り組みが、地域レベルではなく、
国レベルから来ていることも示している。中央政府の財政援助は、一
般的に、すべての地方自治体が従うべき標準的なモニタリングと評
価のアプローチを伴う（ただし、具体的な手法は、省庁やプログラム
によって異なる場合が多い）。

以下の図17は、財務省、住宅・コミュニティ・地方自治省、運輸省が
資金を拠出した大規模なプログラムにおいて、モニタリングと評価
がどのように実施されたかの一例を示している。

https://www.gov.uk/government/publications/the-magenta-book
https://www.gov.uk/government/publications/the-magenta-book
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英国政府の地域格差是正基金（LUF）第2ラウンドでは、交通、都市再生、文化への投資といった重点分野への支援を目的に、採
択されたプロジェクトに対して全国で21億ポンドが配分された。このラウンドの公募要領と総額48億ポンドの基金全体の枠組み
において、明確なモニタリングおよび評価戦略が示されていた。.

主なモニタリング項目は以下のとおりである：
次の点で、各地はどのような成果を上げているか：

a)	 実施計画に対する進捗状況

b)	 計画された支出に対する実際の支出状況

c)	 合意されたアウトプットの実施状況

d)	 リスクの特定およびその軽減策の実施

e)	 課題および機会の把握状況.

以下の質問は、モニタリング情報によって部分的に答えられるが、プロセス評価を通じてさらに検討される：

•	 実施段階にある地域には、どのような支援が必要か？

•	 施策の実施において、順調に進捗している点と、今後見直しが必要な点はどこか？

•	 プログラム期間中に、共有可能な実施上の教訓は何か？?

LUFの受給者は、四半期ごとおよび半年ごとにモニタリング・データを提供する責任を追っている。また、介入策の仕組みやその
機能の仕方を示す変化理論（theory of change）を含めた、モニタリングおよび評価の計画を策定することが求められていた。

図17：地域格差是正基金・第2ラウンドの受給者に対するモニタリ
ング・評価要件の詳細98

インタビュー対象者は、イングランドにおける評価の実施について
振り返り、モニタリングと評価の枠組みは中央政府によって策定さ
れるが、プロジェクトに対する資金拠出が短期的であるため、実施
される評価は「断片的」なものになりかねないと指摘した。したが
って、モニタリングおよび評価における「理論」と「実践」には乖離
が存在する可能性がある。あるインタビュー対象者は次のように
述べている。

「資金調達のスピードが速く、人々が競争のサイクルに巻き
込まれているため、実際に評価もモニタリングも実際には
行われることはないということだ。」（Int-1WM）

地方自治体のリソースが限られている中で、自治体は常に、新た
な補助金を競争的に申請し続ける必要があるためである。また、	
中央政府も常に政策立案や介入をしなければならないため、評価
行うための十分な能力を持ち合わせていないと指摘した。

「中央政府は、過剰に設計された競争的な制度を通じて資
金を獲得することに精一杯で、ここ10～15年の間にアクセ
ス可能な評価はほとんど存在しない。」(Int-3WM)
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評価が実施される場合、達成された成果をよりよく理解することが
さらに大きな価値を持つ可能性が高いにもかかわらず、何人かの
インタビュアーは、しばしばアウトプットに焦点が当てられていると
主張した。

「多くの基金では、モニタリングと評価はアウトプットに重
点が置かれている。就労支援プログラムであれば、何人の
人を支援したか、その人たちがどのような資格を取得した
か、という点に着目する。つまり、資格取得を支援した人た
ちは、より良い仕事に就けたのか？キャリアアップのための
自信を得たか？ということなのです。」(Int-5WM)

CIPFAによる分析では、レベリングアップ政策の評価に必要な「強
固なデータ収集と評価の枠組み」の欠如が指摘されている。これ
は、ボリス・ジョンソン保守党政権が2019年に打ち出し、リシ・スナ
ク政権においても継続された主要政策であり、英国全体の空間的
な経済格差の是正を目的としたものである。報告書では、現・労働
党政権に対し、今後の地域成長プログラムを適切にモニタリング
するために、より厳格なデータ収集と評価システムを導入するよう
求めている。99

地域におけるモニタリングと評価のアプローチ
ウェスト・ミッドランズのモニタリングおよび評価に焦点を当てるこ
とで、全国的な状況と異なるいくつかの特徴が明らかとなり、この
地域独自の手法から学ぶ機会が得られる。ウェスト・ミッドランズで
は、モニタリングおよび評価の手法は比較的高度に整備されてい
る。さらに、2024年にウェストミンスター（政府）と合意した統合交
付金は、地域全体における能力とプロセスをさらなる発展に資す
る可能性を有している。

ウェスト・ミッドランズ合同行政機構（WMCA）は、「地域の現状」に
関する年次報告書を作成し、進捗状況のモニタリングと評価を行っ
ている。この報告書では、ウェスト・ミッドランズの経済発展の概要
を堤示するとともに、政策介入が所期の成果を上げているかを確

認するうえで、データの重要性が認識されている。この報告書の以
前のバージョンでは、業績管理の枠組みが含まれていた。

「私たちには、成功とは何かについて明確な指標がありまし
た（中略）私たちはそれを毎年更新し、介入策が正しい方向
に進んでいるかどうかを人々が確認できるようにしました（
中略）。それは多くの目標に対して非常にシンプルなRAG（
赤・黄・緑）評価表を用いていました。」(Int-9WM)

図18は、主要指標に対する進捗状況を前年度と比較したものであ
る。緑色は改善が見られ、かつ全国平均を上回る業績を示しており、	
黄色は改善はなされているものの全国平均を下回っていることを示
し、赤色は業績が低下していることを示している。
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経済における雇用者数は増
加しているが、英国全体と同
様の速さではない

過去1年間、雇用を減らしてき
たが、一時帰休措置により予
想されていたペースよりも緩
やかな減少となっている

長期的な企業生存率は、全国
平均と比較すると、改善し始
めた

ウェストミッドランズは、企業
倒産率で第4位を記録した。

2019年までの1年間で企業設
立数が大幅に増加し、過去最
高の企業設立数を記録した

新規に設立された企業や自営
業者は、パンデミックの影響を
特に受けやすい

1. 経済における総雇用者数

2. 企業生存率

3. スタートアップ企業数

地域全体で108,332件の雇用
減少（12月19日－12月20日）

総雇用者数：18.7百万
2018年からの増加率　
+0.5% （2019年）

企業が５年以上存続した割合：
42.1％（2019年創業）
2013年からの増加率　＋0.2pp 
対比　＋0.1pp（英国）

ウェスト・ミッドランズの企業
倒産率は173社に1社で、全
国平均（207社に1社）よりリ
スクが高い

スタートアップ企業は手元資金
が少なく、顧客基盤も確立して
いないため、経済的ショックに
対するリスクが高い。中小企業
経営者の34％が負債を増やし
ている

企業設立：28,175件（2019年）
2018年からの増加率　＋16.4% 
対比　＋5.4%（英国）
人口1万人あたりの起業数

（2019年）　67件
対比　58件（英国）

図18：2021年「ウェスト•ミッドランズ地域の現状」報告書の抜粋100

WMCAは現在、ウェスト・ミッドランズ・アウトカム・フレームワーク
を策定するため、中央政府と協力している。このフレームワークに
は、8つの異なるテーマにわたる24の主要指標が含まれており、こ
れに対する進捗が測定される。101

課題
アウトカムフレームワークの構築に向けた取り組みが進められてい
るものの、フレームワークが何を分析すべきかについて、十分な議
論がなされていないという懸念がある。あるインタビュー対象者に
よれば、2024年のインタビュー時に利用されていた指標群につい
ては「不整合でランダムに見える」と評している（Int-9WM）。また、	
アウトカムフレームワークの在り方をめぐり、全国的に標準化すべ
きかどうか、そしてそれが地方分権の理念と整合するのか、といった
本質的な問いも存在している。 

「政府としては、おそらく同じ枠組みを全国展開したいと考
えるだろう。その方が管理が容易になるからだ。しかし、そ
れは地方分権の理念に反する。あなたは、自分の地域で提
供したい事柄や、あなたが考える『望ましい状態』を主張し
ているのに対して、ヨークシャーとあなたの地域では意味
が異なる。しかし、世の中に存在する指標やアウトカムの種
類には限りがある。」(Int-6WM)

インタビュー対象者によれば、当該地域の合同行政機構および構
成自治体ともに、モニタリングおよび評価のための包括的なプロ
セスを欠いているとの指摘がなされており、このことは、アウトカム
フレームワークの設計や、より広範な評価・モニタリング戦略の実
施にインパクトを与える可能性がある。 

https://www.wmca.org.uk/documents/levelling-up/west-midlands-levelling-up-prospectus/west-midlands-levelling-up-growth-prospectus/a-plan-to-level-up/special-feature/
https://www.wmca.org.uk/documents/levelling-up/west-midlands-levelling-up-prospectus/west-midlands-levelling-up-growth-prospectus/a-plan-to-level-up/special-feature/
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「アウトカムフレームワークについて本来の論理構造に沿っ
て設計しようとすれば、資金の出所、その使途、アウトプット
、インパクトといった一連のロジックの軌跡をたどることに
なる。しかし、その全体像を把握している者は合同行政機
構には存在しない。地方自治体も同様です。こうしたプロセ
スを整備する必要がある。」（Int-6WM）

地方自治体は実績のモニタリングについては経験豊富であるが、
評価に関する知見や専門性については、近年の財政的制約の中
で大きく失われてきた。また、2024年には3つのLEPが閉鎖され、
2025年にはミッドランズ・エンジン・オブザーバトリー（ウェスト・ミ
ッドランズとイースト・ミッドランズを管轄）が解散するため、この地
域全体の評価力にも影響が生じている。

さらに、地 方 自 治 体 の 資 金 調 達 の サイクル も、プ ロ
グラム から学 ぶ 能 力 を向 上する妨 げ となっている 。
自 治 体 は 常 にプレッシャー にさらされ 、「 消 火 型 の
対 応（ 物 事 が 起 きて から 事 後 的 に 対 応 すること）」	
に追われるなかで、戦略的な思考や本質的な課題に向き合う時間
を確保することが困難になっている。

「地方自治体の現場では、問題がなぜ起きたのかを体系的
に振り返り、そこから学ぼうとする時間をほとんど取れてい
ないと思う。」(Int-14WM)

CIPFAや地方自治協会（LGA）などの機関が知識を集積し、関係者を
結びつける役割を担っている一方で、あるインタビュー対象者は、そ
もそも幹部層が内省する時間を確保できるのかという問いを投げ
かけた。

「私たちは皆、戦略的思考を勤務時間外に行っているのが
現状だ。だから、それをどう変えるか、どうやって一緒に考え
ていくかが課題だ。」(Int-14WM)

ウェスト・ミッドランズは、地方自治体の評価実施能力の問題に対
応するため、様々な戦略を採用してきた。地方自治体も合同行政
機構も、外部機関に評価を委託することで、さらなる補助金を申
請するための組織的能力を維持しながら、適切な評価を実施して
いるという実績がある。ただしこれは、プログラムの評価に必要な
予算が確保されていることが前提である。WMCAがバーミンガム
大学の雇用研究所（Institute for Employment Studies）とCity-
REDIに対し、「Connecting Communities」雇用支援プログラムの
3年間のプロセスおよびインパクトの評価を委託した例がある。102

特にウェスト・ミッドランズの自治体が直面しているプレッシャーや
キャパシティの問題だけでなく、より広範な課題もある。多くの自
治体は、自らの戦略や枠組みにおけるデータの重要性を認識して
いるが、外部機関からのデータへのアクセスは困難であるという
課題に直面している。組織間のデータ共有を支援するプロセスの
構築は、効果的なモニタリングの実現に向けて極めて重要である。

強み
WMCAは現在、アウトカムフレームワークの下でのさらなる地方分
権を実現するために、説明責任を果たす手段として強力なモニタ
リングおよび評価の活用に注力している。中央政府としては資金
の分権化を進める一方で、それが適切に使われていることを確認
したいと考えている。

「政府が果たしてきた説明責任の役割を果たすためには、
モニタリングと評価が必要だ。アウトカムフレームワークは、

『何に使っても良いが、この種の成果は達成しなければな
らない』と言っている。」(Int-4WM)

強力なモニタリングおよび評価のプロセスを構築し、分権化され
た資金のインパクトを実証することは、今後さらなる権限委譲を求
めるうえで、地方自治体の主張を強化する材料となり得る。

モニタリングおよび評価は、中央政府が地方自治体や合同行政機
構の事業実施状況を確認するための手段として機能するが、地域
の関係者は、それをモニタリングと評価を学習支援ツールとして
活用する意義も認識している。

「政策決定サイクルに、モニタリング・評価機能を取り込む
にはどうすればよいか？」「政策を評価し、そこから結論を
導き出し、戦略にフィードバックし、仮説を立て、再びそのル
ープを回すのか？」(Int-4WM)

WMCAの戦略チームは、モニタリングの活用を組織全体の学習の
場として発展させようとしているが、その実現のためにはさらなる
資金を確保する必要がある。

ウェスト・ミッドランズでは、地方自治体全体でモニタリングおよび
評価の能力の向上を目指す動きが存在しており、地元の大学を含
む関係者が、職員のデータ活用能力を高めようと支援している点
は、前向きな傾向である。
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「私たちは、そのデータを今後の政策形成やプログラム形
成に活用し、またプログラムの成果を測定するためのデー
タを収集・整理できるようにする必要がある。」(Int-5WM)

このことは、地方自治体職員にデータ活用に関する自信と能力を
付与する重要性を示している。これには、どのような種類のデータ
を収集すべきかを理解させるとともに、そのデータを実際に活用で
きるようにすることが含まれる。WMCAは、統合交付金を通じて、裁
量的資金を活用し、モニタリングおよび評価の能力の強化を支援
する体制を構築しつつある。 

モニタリングと評価は、ウェスト・ミッドランズの地方自治体や合同
行政機構にとって有用なツールであるが、構成自治体である都市
や町の多様なニーズは、地域のニーズとのバランスがとれていな
ければならない。定量的な成果に基づくモニタリングでは、インパ
クトを適切に評価するために定性的な側面が必要である。 

「より多くの地元住民や地元企業の声を聞く必要がある。そ
うすることで、地方分権がどのような影響をもたらしている
のか、より立体的な理解が得られる。」(Int-5WM)

アウトカムフレームワークの策定にあたっては、多様なパートナー
を巻き込むことにより、評価に関するコンセンサスを形成すること
が、地域にとって重要である。協力的なアプローチをとることで、評
価プロセスが包括的なものとなり、すべてのステークホルダーの視
点やニーズを反映したものとなる。

監査
公共財務管理（PFM）とは、公共サービスの目標を効率的かつ効果
的に達成するために、財源を見込み、指揮し、統制するためのシス
テムである。PFMの主な構成要素は図19に示されている。公共財
務の効果的な管理は、地域間格差の是正にとって極めて重要であ
る。共通の国際基準（説明責任、監査、教育など）や慣行が採用さ
れることで、公共サービスの管理者は、共通言語を用いてコスト要
因や行動を理解することができる。それにより、情報の集約、解釈、
交換が容易になり、透明性の向上につながる。103
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14 
 

	
Delivering Excellent Public Finance 

	

	

The PFM Elements 

3.4  The Delivering Excellent Public Finance model provides an overview of the 
elements of a fully functional PFM system, distinguishing a number of different 
elements, pictured in the chart above, which are then described in summary 
below. Each of these elements needs to be developed to its full potential, but 
equally none is sufficient without the others. 

3.5  The system is described in progressive levels of detail12:

 PFM Elements: a grouping of PFM processes, each of which performs a 
different function in the overall PFM architecture. 

 PFM Sub-elements: the high level processes, on which each element 
depends, are listed below under each element, and explained in more detail 
in Volume 2.  

                                                            
12 CIPFA’s 2009 consultation showed broad consensus about the components of the model, although the model 

does now reflect some detailed amendments suggested by commentators. 

図19：公共財務管理の構成要素

出典：CIPFA. (n.d.) Delivering Excellent Public Finance: 
CIPFA’s Whole System Approach to Public Financial 
Management Volume 1: The Approach, p.14.

効果的な地方自治体監査制度は、透明性と説明責任を確保し、自
治体に対する信頼を築き、維持するために不可欠である。104また、
正確で信頼できる財務データを当局に提供し、サービスや財政の
効果的な計画・管理を支援するものでもある。105イングランドにお
ける地方自治体の監査制度は、近年大きな批判にさらされてきた
が、2024年後半、政府は制度改革の計画を発表した。

英国監査委員会の廃止後、「地方自治体の監査、改善、規制が空
白のまま運営されている」ことが懸念されてきた。有資格監査人の
不足、規制強化による業務量の増加、地方自治体の会計の複雑化
などが課題となっている。英国の最高監査機関である英国会計検
査院（NAO）は、地方自治体の監査が滞っていることを理由に、政
府全体の会計に署名することを拒否した。1062023年、中央政府に
よって地方政府事務所（Office of Local Government）が設立さ
れ、地方自治体のパフォーマンスに関する信頼性が高く利用しやす
いデータと分析を提供し、その向上を促進する役割を担っていた。	
しかし、この組織は、最前線のサービスにより効果的にリソースを
配分するという新政府のイニシアティブの一環として、2024年に解
散された。政府は、職務権限が曖昧で広範なため、「他の機関と機
能重複を招く危険性があった」ため、同機関は業務執行に困難が
伴うと見なされた。107これは、監査機関が明確な任務を持つこと
の重要性を強調している。108 109 

2024年、英国労働党政権はイングランドの地方監査制度の見直し
に関する協議を開始した。

現在の重要な焦点は、公的資金のバリュー・フォー・マネーを確保
することである。2024年予算の一環として、Office for Value for 
Moneyが発足した。同局は財務省内に設置され、無駄や非効率を
排除する方法の特定と評価、省庁横断的な支出におけるリスクの
高い分野でのバリュー・フォー・マネーの調査、投資案の精査、過
去の教訓や国際的なベストプラクティス、外部からのフィードバッ
クに基づく制度改革のための提言の策定などがその責務とされ
た110 。 

https://www.cipfa.org/policy-and-guidance/reports/whole-system-approach-volume-1
https://www.cipfa.org/policy-and-guidance/reports/whole-system-approach-volume-1
https://www.cipfa.org/policy-and-guidance/reports/whole-system-approach-volume-1
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大阪府・大阪市
モニタリングと評価に対する国内および地域におけるアプ
ローチ
ウェスト・ミッドランズと比較すると、大阪府、大阪市、そして日本で
は、モニタリングと評価のシステムはあまり発達していないように見
える。日本では、地方自治体が率先して評価活動を実施しており、	
国の関与は限定的である111 。

2001年に制定された政府政策評価法に基づき、国による評価は、
政府自身のプログラムやプロジェクトに焦点が当てられている。そ
の結果、日本では、国と地方政府を包括する全国的な統合業績測
定システムはまだ開発されていない。しかし2000年代に入り、国は
地方自治体への法的・財政的関与を強め、新たな公共経営改革が
全国の地方自治体に広まるきっかけとなった112 。

業績管理は、日本で採用されている好ましい評価方法である。地
方自治体は、より高いレベルにある政府に対する説明責任を維持
するため、業績管理データを収集している113。例えば、関西広域連
合と大阪府は、KPI（Key Performance Indicator）に対する進捗状
況を監視している。また、大阪府は、小規模都市のイニシアティブ
の進捗状況を、年1回の視察を通じて監視している。 

大阪府・大阪市ともに、各部局・各区（大阪府は21部局、大阪市は
24区役所・28部局）の施策の選択と集中の全体像を示す運営方針
を策定。その上で、各部局・各区がPDCAサイクルに基づき、施策の
成果を自己評価する114 。

大阪市においても、重要な経営課題ごとに複数の成果指標が設定
されている。各年度終了後、定量評価（成果指標の達成度評価）と
自己評価（運営方針全般の定性評価）を行い、今後の方針の策定
につなげている。

2011年以降、評価制度にはさまざまな改善が加えられている。

•	 局・区レベルの運営方針と市全体の方針・予算編成を統合す
る評価プロセスの確立

•	 戦略（アウトカム）と具体的な取り組み（アウトプット）を統合
的に評価し、課題を徹底的に洗い出す。

•	 積極的なアプローチ方法を活用し、積極的かつ社内主導のイ
ニシアティブを推進する。

•	 情報が市民に明確に伝わるよう、評価資料を改善する。

•	 複数のプロセス管理と検査タスクを統合し、管理負担を軽
減115

地域研究センターの価値を強調するために、インタビュー対象者
は、大阪産業経済研究センターの重要性を強調した。同センター
は都道府県レベルで運営されているため、日本ではユニークな存
在である。同センターの調査・研究は政策立案や方向性を導き、主
に中小企業、一般企業、銀行に恩恵をもたらしている。大阪の地方
自治体も、経済動向データを頼りにしている。

同センターが実施した研究のひとつは、大阪産業技術研究所
和泉センター（中小企業を支援する技術研究所）における金
属3Dプリンターの利用状況を調査したものである。この研究
の動機は、大阪における3Dプリンターの存在や利用状況が把
握されていないことにあった。同センターは、3Dプリンターを
導入している大阪の金属加工企業の割合を把握し、技術者不
足の有無を把握するための調査を実施した。調査結果を分析
した結果、3Dモデリング技術イノベーションセンターで設計解
析ができる設計技術者を育成するセミナーを開催することに
なった。

図20：大阪産業経済研究センター

課題
日本の地方自治体の行政評価は複雑で、時間とリソースを必要と
し、非効率を生むと批判されてきた116。行政評価は地方自治体の
職員が直接行っており、アウトソーシングやシェアードサービスは
ほとんど利用されていない。その代わり、「相互参照」と呼ばれる慣
行が一般的に用いられており、地方自治体では、組織レベルでも
個人レベルでも、公式・非公式のネットワークを通じて、行政プログ
ラムの実施方法に関する情報を共有している。その結果、評価シス
テムの設計と実施は、多くの地方自治体で類似している傾向があ
る。
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したがって、自治体職員の事務負担は相当なものがある。評価の
複雑さと労働集約的な性質が、担当職員の強い業務負担感を助
長している。

総務省が2010年に実施した調査によると、全国の地方自治体の
半数以上（57％）が行政の効率性向上を課題として捉えていた。
2016年の調査では、これが10人中8人（79.5%）まで上昇した117 。

行政評価の手法は自治体によって異なるが、主な特徴は自治体の
総合計画の評価であり、評価も同様の仕組みで行われることが多
い。2024年の総務省調査では、全国の自治体における行政評価の
導入率の地域差が浮き彫りになった。47都道府県すべてが行政評
価を導入しているが、市町村の導入率は85％、町村の導入率は48
％にとどまっている118 。

監査
地方自治体の監査委員は、地方自治体の業績に対する監督、透明
性、説明責任のシステムを提供し、日本では稀な、地方自治体の債
務超過を防止するための重要なメカニズムである119。問題が発生
した場合、地方財政法は、協働による解決と責任ある運営のため
の原則を概説し、公式な債務超過措置の必要性を防いでいる120。
この制度は、公的説明責任を果たし、公的資金の適切な管理を確
保する上で重要である。 

日本では、国の独立機関である会計検査院（BoA）が、国の税収の
使途を監視する責任を負っている。地方自治体が補助金を財源と
する事業を実施する場合、会計検査院はそれらの地方自治体にお
ける事業について会計検査を行う。

さらに、すべての地方自治体には監査委員事務局があり、行政機
関からも立法機関からも独立して運営されている。任命された監
査委員が、財政運営や行政管理が法令に基づき適正かつ効率的
に行われているかどうかを調査・評価する。監査結果は公的に公
表される。大阪市の行政委員会事務局監査部には25人の常勤職

員がいる。監査委員は経営者1人、弁護士1人、市議会議員2人の
計4人が選任されている。監査委員の中には、監査の専門的知識
が不足していると指摘されることもあるが、市民の代表である121 。

あるインタビュー対象者によれば、日本では監査の能力や専門性
に課題があり、監査チームは監査の専門家ではなく、退職した弁護
士や公務員で構成されることが多いとのことである。このコメント
は、日本全体の監査人不足に関するより本質的な懸念を反映して
いる122 。

さらに、日本には外部監査制度がある。国の一部であり、国税の支
出を監督する会計検査院とは異なり、これは地方自治体内の仕組
みを指し、地方自治体の監査委員事務局が外部の専門家に監査
を委託するものである。この制度の下では、地方自治体は、少なく
とも会計年度に1回、組織から独立した外部監査人を任命し、包括
的な財務監査を実施することが法律で義務付けられている。これ
は、都道府県、指定都市、中核市、人口20万人以上の大規模自治
体に義務付けられている。例えば、あるインタビュー対象者は次の
ように説明した。

「市長や知事とは別に、各都道府県には監査委員というも
のがある。国レベルではありませんが、毎年、どのような予
算で、どのようなリソースを使用しているか、国に報告しな
ければなりません。」（Int-7OS）

夕張市が2006年に破綻したのは、炭鉱の閉鎖による税収減と、観
光による経済活性化の失敗が原因だった。

報告システムは非常に厳しく、透明性が高い。」（Int-7OS）

総務省は、各自治体の監査委員事務局が使用する標準化された
モニタリングの枠組みを作成した。

主な知見
•	 モニタリングと評価は、スタッフの能力と資金の両面から、適

切なリソースを確保する必要がある。評価プロセスは、過度に
負担をかけたり、非効率を助長したりするようなものであって
はならない。

•	 幹部層には、成功と失敗を振り返り、学んだことを今後の政策
や実践に生かすための時間とスペースが必要だ。

•	 強力なモニタリングと評価プロセスを開発し、その結果、権限
委譲された資金のインパクトを実証することは、権限委譲をさ
らに進めるためのより強力なケースを地方自治体が開発する
のに役立つだろう。

•	 自治体職員のデータ取り扱いに対する自信と能力を高めるこ
とが重要である。これには、収集する必要があるデータの種類
を理解させ、そのデータを有効に活用できるようにすることが
含まれる。

•	 アウトカムフレームワークの開発に多様なパートナーを参加
させることで、評価に対する地域のコンセンサスを構築するこ
とは、評価プロセスが包括的で、すべてのステークホルダーの
視点とニーズを反映したものであることを保証するのに役立
つ。

•	 効果的なモニタリングのためには、組織間で効果的なデータ
共有プロセスを構築することが重要である。

•	 地方自治体の支出の有効性監査には、英国会計検査院や監
査法人が十分な能力、適切なスキルを持つスタッフ、明確な職
務権限を持つことが必要である。 



結論：よりスマートで、より強く、より応
答性の高い地域成長に向けて
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本報告書では、ウェスト・ミッドランズのバーミンガム市と大阪府の
大阪市に焦点を当て、首都以外の都市圏で経済成長を促進するた
めの制度的、地理的、財政的、評価的側面について検討した。ガバ
ナンスや政策的背景が大きく異なる2つの第二の都市を比較分析
することで、英国や日本で場所に根ざした成長戦略の立案や実施
に携わる人々にとって、すぐに役立ついくつかの教訓が浮かび上が
ってきた。

地域開発の成功の核心は、政治的意思の共有、明確な戦略的ビジ
ョン、即応性のある資金調達メカニズム、長期的な制度能力構築
へのコミットメントの組み合わせにある。ウェスト・ミッドランズと大
阪府は、国の枠組みによって適切に支援された場合、権限を与え
られた地域ガバナンスが、首都圏以外の経済の潜在力を引き出す
上で重要な役割を果たすことを示している。

政策と実践のための要点
安定した制度が長期的なインパクトを可能にする
地方分権は行政の再編成以上のものでなければならない。明確
に定義された役割、安定した制度的取り決め、そして真の財政自
治が必要である。

大阪の長年にわたる統治機構と、新たな権限を要求するための正
式なメカニズム（国家戦略特区など）は、ウェスト・ミッドランズのよ
り断片的で、頻繁に移り変わる取り決めとは対照的である。

イングランドがオーダーメイドの取引に頼っているのに対し、日本
は自主性と国の一貫性をバランスさせた、より構造的なアプロー
チを提供している。

機能的で柔軟な地域グループ編成が最も効果的
有効性のある地域グループ編成は、行政の論理だけで押し付けら
れるものではなく、機能的な経済地理、共有されたアイデンティテ
ィ、協力的な統治文化を反映したものでなければならない。

強力な地域アイデンティティの創出には時間がかかる。関西広域
連合とウェスト・ミッドランズ合同行政機構は、柔軟な自主的取り
決めの価値を実証しているが、有意義な地域統合を維持するため
には、リーダーシップと交通の連結性が重要であることも強調して
いる。

資金調達は権限を与え、公平でなければならない
日英両国における財政的地方分権（税財源移譲）の進展は、地域
間の不均衡を悪化させることなく成長を促す財源確保手段の重要
性を指摘している。

日本の地方交付税制度は再分配を促進する一方で、意図せずして
地域経済の努力を阻害する可能性がある。これとは対照的に、イ
ングランドの単一もしくは統合交付金や事業税率維持への動きは
、地方の柔軟性を提供しているが、財政的に弱い地域には十分な
リソースやセーフガードがないことが多い。

ウェスト・ミッドランズでは、比較的短期的な資金調達サイクルであ
りながら、資金使途に関する厳格な規則がしばしば存在するとい
う経験から、予測可能で長期的かつ柔軟な資金調達が重要である
と考えられている。

モニタリングシステムは、コンプライアンスだけでなく、学習
をサポートするものでなければならない
評価の枠組みは、国と地方の関係者が責任を共有し、政策サイク
ルに組み込まれなければならない。ウェスト・ミッドランズにおける
アウトカムフレームワークの開発は、地域の能力、データシステム、
戦略的意図が一致したときに、何が達成できるかを示している。

しかし、イングランドも日本も、資金調達サイクルの短さ、断片的な
データ、長期的なインパクトを測定し、その学びを政策開発にフィ
ードバックする能力の限界といった共通の課題に直面している。

効果的な意思決定には、適切なデータや情報を収集するだけでな
く、このデータを賢く活用し、政策や戦略の立案に反映させるとと
もに、地方分権の一層の推進を正当化する根拠とすることが求め
られる。特に社会的流動性、イノベーション、レジリエンス（回復力）	
など、アウトプットにとどまらず、アウトカム（成果）にまでモニタリン
グが及ぶようにすることが、意味のある評価には不可欠である。 
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今後の展望：主なギャップと機会
この調査を通じて、さらなる検討と協力が今後の実践を強化する
いくつかの課題が浮かび上がった。地域ガバナンスの形成の転換
点を理解することは、特に制度が頻繁に入れ替わる中で、永続的
かつ有効な分権構造を形成する上で極めて重要である。同様に、
国の優先事項が変化し、リソースが制約される中で、地方自治体が
財政的・戦略的な回復力を構築する能力も、依然として喫緊の課
題である。

また、地域の変革を可能にするための住民サービス移転や地域の
中核機関とのパートナーシップの役割や、行政境界よりも流動的
で複雑な場合が多い機能的経済地理を、ガバナンスや政策設計に
どの程度組み込むことができるのかという点についても、疑問が残
る。日英両国は、地域の成果を長期的に追跡するための共通の枠
組みを開発し、何が、どこで、なぜ有効なのかについて国際的な学
習を可能にする機会を共有している。

将来的なステップとしては、主要な地域イニシアティブに関する共
同モニタリングの枠組みを試行したり、セカンドシティ・ガバナンス
に焦点を当てた実務家フォーラムを拡大したり、地域機関内でデ
ータ収集能力を構築したりすることが考えられる。学識経験者、政
策立案者、実務家のパートナーシップのもとで行われるこうした取
り組みは、両国において、より有効性、即応性、地域の実情を踏ま
えたガバナンスを実現する道筋を示すものである。

最終的な考察
本報告書は、地方分権が慎重に設計され、十分な制度的・財政的
能力に裏打ちされたものであれば、包括的で強靭な地域の成長の
ための強力なテコとなりうることを実証している。

バーミンガムや大阪、そしてそれらのより広い地域の経験は、場所
に特化した戦略、強力な地域リーダーシップ、そして階層を超えた
協力が、首都圏以外でも有意義な進展を生み出す可能性があるこ
とを示している。

英国と日本が地域格差、経済的圧力、人口動態の変化に対応し続
ける中で、アイデアとイノベーションの継続的な交流から得られる
ものは多い。

日英両国の政策立案者、実務家、研究者は、共有学習に投資し、地
域が国のシステムの中で自信を持って主導できるようなツール、枠
組み、フォーラムを共同開発することで利益を得ることができる。

私たちは、この報告書が、エビデンスに根ざし、より力をつけた地域
が、より強く、より豊かな国家を実現するという共通の信念に基づく、
対話の出発点となることを祈念している。
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用語集 イングランド
合同行政機構：2つまたはそれ以上の自治体からなるグループが、
自治体の境界を越えて協力し、集団的な意思決定を行うことを可
能にする国の法律に基づいて設立された法的機関。

地方分権協定：政府と地方との間の交渉による取り決めで、移譲
される権限と、移譲プロセスを実施するために必要な枠組みの概
要を示す.

エンタープライズ・ゾーン：特に指定された地域は、商業および工
業ビジネスが設立または成長するための優遇措置の恩恵を受け
ることができる。これらの優遇措置には、5年間にわたる最大100
％の事業税率減免（1事業あたり最大27万5,000ポンド相当）、機
械設備取得のための資本手当の強化、計画規制の合理化などが
含まれる。

統合交付金制度：政府と合同行政機構の間で合意された統合的
な資金調達の取り決め。様々な資金の流れと責任を包含し、合同
行政機構が統一された枠組みの中で合意された成果を実現する
ことを可能にする。

アウトカム・フレームワーク：WMCAが政府とともに策定している
単一の評価枠組み。この枠組みには、8つの異なるテーマにわたる
24の主要指標が含まれており、これに対する進捗が測定される。

トレイルブレイザー地方分権協定：2023年、政府はグレーター・マン
チェスター合同行政機構およびウェスト・ミッドランズ合同行政機構
と協定を締結した。この協定により、さらなる権限が委譲された。

日本
地方交付税：所得税、法人税、酒税、消費税、たばこ税など、特定の
税金を国が地方に配分する仕組み。この制度は、財源の有無にか
かわらず、すべての地域で均一な公共サービス水準を確保するよ
うに設計されている。

総務省：行政、地方自治体の統制、電気通信、郵便、統計を担当す
る中央省庁。

国家戦略特区：規制・制度改革を実施し、その有効性を検証し、経
済活性化を促進し、日本が企業にとってより良い国になることを包
括的な目標とする区域。

都道府県：国のすぐ下に位置する広域行政区画。日本は47都道府
県に分かれている。
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